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(57)【要約】
【課題】コアとクラッドと保護層とを少なくとも有する
３重以上の多重構造を有し、コアの中心軸と保護層外面
の中心軸とが精度良く一致した高分子光ファイバーを高
い生産性で製造できる高分子光ファイバーの製造方法を
提供する。
【解決手段】高分子材料より構成されたコアと、該コア
を被覆し高分子材料より構成されたクラッドと、該クラ
ッドを被覆し高分子材料より構成された保護層とを有す
る光ファイバーの製造方法であって、３重以上の多重構
造を有するノズルを用いて、前記コアの構成材の前駆体
と、前記クラッドの構成材の前駆体と、前記保護層の構
成材の前駆体とを、前記ノズルの吐出口から同時に、同
軸で、ファイバー状に吐出させ、その後、前記各前駆体
を前記各構成材に転化させることにより、コアとクラッ
ドと保護層とを同時に形成する工程Ａを含むことを特徴
とする高分子光ファイバーの製造方法。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高分子材料より構成されたコアと、該コアを被覆し高分子材料より構成されたクラッド
と、該クラッドを被覆し高分子材料より構成された保護層とを有する光ファイバーの製造
方法であって、
　３重以上の多重構造を有するノズルを用いて、前記コアの構成材の前駆体と、前記クラ
ッドの構成材の前駆体と、前記保護層の構成材の前駆体とを、前記ノズルの吐出口から同
時に、同軸で、ファイバー状に吐出させ、その後、前記各前駆体を前記各構成材に転化さ
せることにより、コアとクラッドと保護層とを同時に形成する工程Ａを含むことを特徴と
する高分子光ファイバーの製造方法。
【請求項２】
　前記コアの構成材の前駆体、前記クラッドの構成材の前駆体、及び前記保護層の構成材
の前駆体がいずれも光硬化性組成物であり、前記各前駆体の前記各構成材への転化を、前
記各前駆体に光を照射して硬化させることにより実施する請求項１に記載の高分子光ファ
イバーの製造方法。
【請求項３】
　前記ノズルの吐出口における光の照射強度が０．２ｍＷ／ｃｍ2以下に制御される請求
項２に記載の高分子光ファイバーの製造方法。
【請求項４】
　前記保護層の構成材の前駆体が光カチオン重合性組成物である請求項１～３のいずれか
１項に記載の高分子光ファイバーの製造方法。
【請求項５】
　前記光カチオン重合性組成物が、オキセタン環、エポキシ環、ビニルエーテル基、及び
ビニルアリール基からなる群より選択された少なくとも１種のカチオン重合性基を分子内
に１個以上有するカチオン重合性化合物を含む請求項４に記載の高分子光ファイバーの製
造方法。
【請求項６】
　前記コアの構成材の前駆体及び前記クラッドの構成材の前駆体のいずれか一方又は両方
が、光ラジカル重合性組成物である請求項１～５のいずれか１項に記載の高分子光ファイ
バーの製造方法。
【請求項７】
　前記光ラジカル重合性組成物が、（メタ）アクリロイル基、（メタ）アクリロイルオキ
シ基、（メタ）アクリロイルアミノ基、ビニルアリール基、ビニルエーテル基、及びビニ
ルオキシカルボニル基からなる群より選択された少なくとも１種のラジカル重合性基を分
子内に１個以上有するラジカル重合性化合物を含む請求項６に記載の高分子光ファイバー
の製造方法。
【請求項８】
　前記コアの構成材の前駆体及び前記クラッドの構成材の前駆体のいずれか一方又は両方
が酸化防止剤を含有する請求項１～７のいずれか１項に記載の高分子光ファイバーの製造
方法。
【請求項９】
　工程Ａの後、さらに、光照射処理及び加熱処理のいずれか一方又は両方を行う工程Ｂを
含む請求項１～８のいずれか１項に記載の高分子光ファイバーの製造方法。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の高分子光ファイバーの製造方法により製造される
高分子光ファイバー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コア、クラッド、及び保護層を少なくとも有する３重以上の多重構造の高分
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子光ファイバーの製造方法に関する。さらに、本発明は、上記製造方法により製造された
３重以上の多重構造の高分子光ファイバーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　インターネットを介した動画配信等の普及により、サーバやルータに用いるボード内の
通信容量が増加し、近年、一部の高速信号線を電気配線から光配線に置き換えることの検
討が進められている。中でも、高分子材料により形成された光ファイバー（高分子光ファ
イバー）は柔軟性に優れ、曲率半径の小さい配線組みが可能であるため、特に、省スペー
ス化を目的とする光電気混載基板用の光配線として期待されている。
【０００３】
　上記高分子光ファイバーの製造方法として、特許文献１には、紫外光の照射によって、
光硬化性樹脂（カチオン硬化性樹脂）を反応させながらファイバー化する製法が開示され
ている。当該製法においては、紫外線硬化剤入りの液状エポキシ樹脂を通常の線引装置の
加熱容器に入れ、線引用ノズルから流出が容易で一定の線径になるように加熱器により常
に一定の温度に加熱し粘度を低下させる必要がある。また、上記製法は、光の導通部とな
るコアを先に作製し、該コアを被覆するクラッドを後から形成する方法である。
【０００４】
　一般に、コアとクラッドとを有する高分子光ファイバー（コア－クラッド構造の高分子
光ファイバー）は、光源デバイス等と接続して用いられるため、一般に、コアの中心（中
心軸）とクラッドの中心（中心軸）とが精度良く一致していることが求められる。しかし
ながら、特許文献１に記載の製法のように、コアを作製した後、該コアにクラッドを被覆
する方法では、コアとクラッドの中心が一致した高分子光ファイバーを製造することが困
難である。
【０００５】
　一方、特許文献２には、光硬化性組成物を原料として用い、コア－クラッド構造の高分
子光ファイバーにおけるコアとクラッドとを同時に形成させる高分子光ファイバーの製造
方法が開示されいる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭６１－２４５１０９号公報
【特許文献２】国際公開第２０１２／１０５４３５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献２に記載の製法では、コアとクラッドとを同時に形成させるため、コアとクラ
ッドの中心が精度良く一致した高分子光ファイバーを製造しやすいというメリットがある
。しかしながら、本発明者らは、特許文献２に開示された製法についてさらに検討を継続
した結果、高分子光ファイバーの中でも、コアとクラッドの２層構造を有する光ファイバ
ーを製造する際には、（１）コアを形成するための光硬化性組成物とクラッドを形成する
ための光硬化性組成物として光ラジカル重合性組成物を使用した場合には、酸素障害によ
りクラッドが硬化しにくく、高分子光ファイバーを製造することが困難であること、（２
）光硬化性組成物に対して曳糸性を付与するためにクラッドを形成するための光硬化性組
成物の粘度を高くする必要があるが、当該光硬化性組成物の粘度を高くした場合には、生
産性、作業性、操作性の観点から、光の散乱原因となる微小異物が含まれている場合には
そのろ過が困難であること、などの問題が生じることが明らかとなった。
【０００８】
　また、一般に知られる熱可塑性樹脂製の高分子光ファイバーや石英製の光ファイバーに
ついても、同様に、まずコアを形成した後、該コアの表面にクラッドを形成することによ
って製造されている。従って、その製造は、コアの表面に異物が付着しないようにするた
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め、クリーンルーム等のクリーン環境で行う必要があった。また、製法上、これら光ファ
イバーにおいても、コアとクラッドの中心を一致させることが困難であるという問題も生
じていた。
【０００９】
　一方、例えば、光ファイバー同士を接続する場合には、これらの光ファイバーのコアの
中心が合うように接続する必要がある。しかしながら、光ファイバーのコアの径は一般に
非常に小さく、目視で中心合わせを行うことは困難である。このため、実際は、光ファイ
バーの最も外側の表面（最外面）同士を合わせることによってコアの中心合わせが行われ
ている。従って、光ファイバーにおいては、最外面の中心軸とコアの中心軸とが一致して
いることも求められる。
【００１０】
　従って、本発明の目的は、コアと、該コアを被覆するクラッドと、該クラッドを被覆す
る保護層とを少なくとも有する３重以上の多重構造を有し、コアの中心軸と保護層外面（
保護層の外側の表面）の中心軸とが精度良く一致した、低光損失の高分子光ファイバーを
高い生産性で製造できる高分子光ファイバーの製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、特定構造のノズルを用いて、高分子光ファイバーのコアの構成材、クラ
ッドの構成材、及び保護層の構成材の各前駆体を上記ノズルの吐出口から同時に、同軸で
、ファイバー状に吐出させ、その後、上記各前駆体を上記各構成材に転化することによっ
て、コア、クラッド、及び保護層を同時に形成する工程を必須の工程として含む製造方法
によると、３重以上の多重構造を有し、コアの中心軸と保護層外面の中心軸とが精度良く
一致した、低光損失の高分子光ファイバーを高い生産性で製造できることを見出し、本発
明を完成させた。
【００１２】
　すなわち、本発明は、高分子材料より構成されたコアと、該コアを被覆し高分子材料よ
り構成されたクラッドと、該クラッドを被覆し高分子材料より構成された保護層とを有す
る光ファイバーの製造方法であって、
　３重以上の多重構造を有するノズルを用いて、前記コアの構成材の前駆体と、前記クラ
ッドの構成材の前駆体と、前記保護層の構成材の前駆体とを、前記ノズルの吐出口から同
時に、同軸で、ファイバー状に吐出させ、その後、前記各前駆体を前記各構成材に転化さ
せることにより、コアとクラッドと保護層とを同時に形成する工程Ａを含むことを特徴と
する高分子光ファイバーの製造方法を提供する。
【００１３】
　さらに、前記コアの構成材の前駆体、前記クラッドの構成材の前駆体、及び前記保護層
の構成材の前駆体がいずれも光硬化性組成物であり、前記各前駆体の前記各構成材への転
化を、前記各前駆体に光を照射して硬化させることにより実施する前記の高分子光ファイ
バーの製造方法を提供する。
【００１４】
　さらに、前記ノズルの吐出口における光の照射強度が０．２ｍＷ／ｃｍ2以下に制御さ
れる前記の高分子光ファイバーの製造方法を提供する。
【００１５】
　さらに、前記保護層の構成材の前駆体が光カチオン重合性組成物である前記の高分子光
ファイバーの製造方法を提供する。
【００１６】
　さらに、前記光カチオン重合性組成物が、オキセタン環、エポキシ環、ビニルエーテル
基、及びビニルアリール基からなる群より選択された少なくとも１種のカチオン重合性基
を分子内に１個以上有するカチオン重合性化合物を含む前記の高分子光ファイバーの製造
方法を提供する。
【００１７】
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　さらに、前記コアの構成材の前駆体及び前記クラッドの構成材の前駆体のいずれか一方
又は両方が、光ラジカル重合性組成物である前記の高分子光ファイバーの製造方法を提供
する。
【００１８】
　さらに、前記光ラジカル重合性組成物が、（メタ）アクリロイル基、（メタ）アクリロ
イルオキシ基、（メタ）アクリロイルアミノ基、ビニルアリール基、ビニルエーテル基、
及びビニルオキシカルボニル基からなる群より選択された少なくとも１種のラジカル重合
性基を分子内に１個以上有するラジカル重合性化合物を含む前記の高分子光ファイバーの
製造方法を提供する。
【００１９】
　さらに、前記コアの構成材の前駆体及び前記クラッドの構成材の前駆体のいずれか一方
又は両方が酸化防止剤を含有する前記の高分子光ファイバーの製造方法を提供する。
【００２０】
　さらに、工程Ａの後、さらに、光照射処理及び加熱処理のいずれか一方又は両方を行う
工程Ｂを含む前記の高分子光ファイバーの製造方法を提供する。
【００２１】
　また、本発明は、前記の高分子光ファイバーの製造方法により製造される高分子光ファ
イバーを提供する。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の高分子光ファイバーの製造方法は上記構成を有するため、コアと、クラッドと
、保護層とを少なくとも有する３重以上の多重構造を有し、コアの中心軸と保護層外面の
中心軸とが精度良く一致した、低光損失の高分子光ファイバーを高い生産性で製造できる
。また、ノズルの吐出口における光の照射強度を特定の範囲に制御することにより、特に
、上記高分子光ファイバーを一定の線径で、かつ糸切れが発生することなく連続的に製造
可能となる。さらに、保護層の構成材の前駆体として光カチオン重合性組成物を用いるこ
とにより、特に、酸素不存在下などの特殊な条件下でなくとも上記高分子光ファイバーを
容易に製造可能となる。さらに、コアの構成材の前駆体及びクラッドの構成材の前駆体と
して光ラジカル重合性組成物を用いることにより、特に、いっそう低光損失の上記高分子
光ファイバーを製造可能となる。さらに、コアの構成材の前駆体及びクラッドの構成材の
前駆体のいずれか一方又は両方に酸化防止剤を含有させることにより、特に、耐熱性に優
れた上記高分子光ファイバーを製造可能となる。従って、本発明の高分子光ファイバーの
製造方法により得られる高分子光ファイバーは、品質面及びコスト面で非常に有利な高分
子光ファイバーである。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の高分子光ファイバーの一例を示す概略図であり、（ａ）は斜視図を示し
、（ｂ）は（ａ）におけるＹ－Ｙ断面図を示す。
【図２】本発明の高分子光ファイバーの製造方法の工程Ａの一例を示す概略図である。
【図３】多重管ノズルの一例を示す概略図（３重管ノズルの場合；管の長手方向の断面図
）である。
【図４】位置調整機構を備えた多重管ノズルの一例を表す概略図（管の径方向の断面図）
である。
【図５】本発明の高分子光ファイバーの製造方法における工程Ａの一実施形態を示す概略
図である。
【図６】光照射装置の例を示す概略図（平面図）であり、（ａ）は３方向から光を照射で
きる光照射装置、（ｂ）は２方向から光を照射できる光照射装置を示す。
【図７】遮光部材の例を示す概略図（斜視図）であり、（ａ）は遮光筒、（ｂ）は遮光板
（円板状の遮光板）、（ｃ）は遮光板（円錐状の遮光板）を示す。
【図８】光照射装置から出射された光の広がり角ψを説明する概略図（側面図）である。
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【図９】照射強度が最大となる光線の方向と高分子光ファイバーの構成材の前駆体の吐出
方向に垂直な面とがなす角度θと光の広がり角ψの関係を説明する概略図（側面図）であ
る。（ａ）はθ≧ψ／２の場合、（ｂ）はθ＜ψ／２の場合の概略図である。
【図１０】照射角度調整機構を備える光照射装置の一例を示す概略図（側面図）である。
【図１１】本発明の高分子光ファイバーの製造方法における工程Ａの一実施形態（落射方
式の場合）を示す概略図である。
【図１２】実施例で使用した高分子光ファイバーの製造装置及び該製造装置を用いた高分
子光ファイバーの製造方法を示す概略図である。
【図１３】比較例で使用した高分子光ファイバーの製造装置及び該製造装置を用いた高分
子光ファイバーの製造方法を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明の高分子光ファイバーの製造方法は、高分子材料より構成されたコアと、該コア
を被覆し、かつ高分子材料より構成されたクラッドと、該クラッドを被覆し、かつ高分子
材料より構成された保護層とを少なくとも有する、３重以上の多重構造を有する光ファイ
バーを製造（紡糸）する方法である。なお、本明細書においては、本発明の高分子光ファ
イバーの製造方法により製造される高分子光ファイバーを、「本発明の高分子光ファイバ
ー」と称する場合がある。
【００２５】
　図１は、本発明の高分子光ファイバーの一例を示す概略図であり、（ａ）は斜視図を示
し、（ｂ）は（ａ）におけるＹ－Ｙ断面図を示す。図１に示すように、本発明の高分子光
ファイバー１００は、コア２００がクラッド３００により被覆され、さらに、クラッド３
００が保護層４００により被覆された構造を有する。なお、本発明の高分子光ファイバー
は、図１に示す構成の高分子光ファイバーに限定されず、例えば、コアが２層以上の複層
（多層）構成のクラッドにより被覆された高分子光ファイバーであってもよいし、クラッ
ドが２層以上の複層（多層）構成の保護層により被覆された高分子光ファイバーなどであ
ってもよい。
【００２６】
　本発明の高分子光ファイバーにおいては、一般に、コアの内部を光が高分子光ファイバ
ーの長手方向（長さ方向）に伝播する。本発明の高分子光ファイバーにおける「保護層」
は、後述の工程Ａにて得られた高分子光ファイバーにおける最も外側の層（最外層）を少
なくとも含む層であって、コア及びクラッドの外側に位置する層である。また、本発明の
高分子光ファイバーにおける「クラッド」は、コアに最も近接する該コアの被覆層を少な
くとも含む層であって、コアの外側に位置し、保護層の内側に位置する層である。なお、
上記保護層は、工程Ａにて得られた高分子光ファイバーにおける最外層のみからなる単層
構成を有するものであってもよいし、当該層を含む２層以上の複層（多層）構成を有する
ものであってもよい。また、上記クラッドは、コアに最も近接する該コアの被覆層のみか
らなる単層構成を有するものであってもよいし、当該層を含む２層以上の複層（多層）構
成を有するものであってもよい。即ち、本発明の高分子光ファイバーは、コアに最も近接
する該コアの被覆層（クラッド）と、工程Ａにて得られた高分子光ファイバーにおける最
外層（保護層）との間に、別のクラッドや別の保護層が存在するものであってもよい。
【００２７】
　本発明の高分子光ファイバーの製造方法は、中でも、３重以上の多重構造を有するノズ
ル（「多重管ノズル」と称する場合がある）を用いて、本発明の高分子光ファイバーにお
けるコアを構成する材料（「コアの構成材」と称する場合がある）の前駆体と、クラッド
を構成する材料（「クラッドの構成材」と称する場合がある）の前駆体と、保護層を構成
する材料（「保護層の構成材」と称する場合がある）の前駆体とを、上記多重管ノズルの
吐出口から同時に（一体として）、同軸で（ファイバー状に吐出されたコアの構成材の前
駆体が円筒状のクラッドの構成材の前駆体により同心状に囲まれ、さらに、これら前駆体
が円筒状の保護層の構成材の前駆体により同心状に囲まれた状態で）、ファイバー状に吐
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出させ、その後、各前駆体を各構成材に転化させることにより、コアとクラッドと保護層
とを同時に形成する工程（「工程Ａ」と称する場合がある）を必須の工程として含むこと
を特徴とする。なお、本発明の高分子光ファイバーの製造方法は、工程Ａ以外の工程を含
んでいてもよい。また、本明細書においては、高分子光ファイバーのコアの構成材、クラ
ッドの構成材、及び保護層の構成材を総称して、単に「高分子光ファイバーの構成材」と
称する場合がある。
【００２８】
＜工程Ａ＞
　図２は、本発明の高分子光ファイバーの製造方法の工程Ａの一例を示す概略図（断面図
）である。図２における１は多重管ノズルを示す。工程Ａにおいては、まず、多重管ノズ
ル１を用いて、コアの構成材の前駆体２０、クラッドの構成材の前駆体３０、及び保護層
の構成材の前駆体４０を、多重管ノズル１の吐出口から同時に、同軸で吐出させ、その後
、多重管ノズル１の吐出口から垂下し、かつファイバー状に形成された高分子光ファイバ
ーの構成材の前駆体１０（コアの構成材の前駆体２０、クラッドの構成材の前駆体３０、
及び保護層の構成材の前駆体４０）を、各構成材（コアの構成材、クラッドの構成材、及
び保護層の構成材）に転化させることによって、高分子光ファイバーのコアとクラッドと
保護層とを同時に形成する。その結果、高分子光ファイバー１００が得られる。なお、図
２において点線で描かれたブロック矢印は、必要に応じて実施される、高分子光ファイバ
ーの構成材の前駆体を該構成材に転化させるための操作（後述のように、例えば、光照射
、加熱、冷却など）を示す。
【００２９】
［多重管ノズル］
　工程Ａにおいて使用される多重管ノズルは、その内側に高分子光ファイバーの構成材の
前駆体を通液し、当該前駆体を、コアの構成材の前駆体がクラッドの構成材の前駆体によ
り被覆され、さらに、当該クラッドの構成材の前駆体が保護層の構成材の前駆体により被
覆された状態（形態）（高分子光ファイバーの形態に対応した形態）で、その吐出口から
ファイバー状に吐出することができる構造体である。即ち、上記多重管ノズルは、３重以
上の多重構造を有するノズルである。より具体的には、上記多重管ノズルは、少なくとも
その吐出口及び当該吐出口付近における構造として、内管と、該内管の外側に位置する外
管（第１外管）と、当該外管（第１外管）のさらに外側に位置する外管（第２外管）とを
少なくとも有する３重以上の多重（多層）構造を有するノズルである。なお、本明細書に
おいては、上記多重管ノズルにおける最も内側の管を「内管」と称し、該内管の外側に位
置する管を「外管」と称するものとする。また、上記多重管ノズルにおける外管のうち、
最も内管に近接するものを「第１外管」と称し、外側に向かって順に「第２外管」、「第
３外管」、・・・、「第（ｎ－１）外管」、「第ｎ外管」（ｎは２以上の整数を示す）と
称するものとする。
【００３０】
　上記多重管ノズルは、内管の内側、内管と第１外管の間、第１外管と第２外管の間、・
・・、第（ｎ－１）外管と第ｎ外管の間に、それぞれ高分子光ファイバーの構成材の前駆
体を通液させることができ、これらを同時に（一緒に）、同軸で、その吐出口から吐出す
ることができる。例えば、上記多重管ノズルが３重構造を有する３重管ノズル（内管と第
１外管と第２外管とを有する多重管ノズル）の場合には（例えば、図２参照）、内管の内
側にコアの構成材の前駆体を、内管と第１外管の間にクラッドの構成材の前駆体を、第１
外管と第２外管の間に保護層の構成材の前駆体を通液することにより、各前駆体を同時に
吐出口から吐出することができる。
【００３１】
　上記多重管ノズルは、通常、高分子光ファイバーの構成材の前駆体を多重管ノズル内に
導入するための導入口を有する。例えば、当該導入口は、必要に応じて適宜な管を介して
、上記前駆体を貯蔵するタンクや定量ポンプなどに接続される。上記導入口の大きさ、形
状、位置等は特に限定されない。



(8) JP 2014-142631 A 2014.8.7

10

20

30

40

50

【００３２】
　上記多重管ノズルにおける各管（内管、外管）の形状は、その内側に高分子光ファイバ
ーの構成材の前駆体を通液できるものであればよく、特に限定されないが、例えば、筒状
（中空の柱状；円筒状、角筒状など）などが挙げられる。中でも、低伝播損失の高分子光
ファイバーを作製する観点で、円筒状が好ましい。
【００３３】
　上記多重管ノズルにおける各管（内管、外管）の材質は、特に限定されず、例えば、Ｓ
ＵＳ、アルミ、樹脂などが挙げられる。中でも、耐久性、強度の観点で、ＳＵＳが好まし
い。
【００３４】
　図３は、多重管ノズルの一例を示す概略図（３重管ノズルの場合；管の長手方向の断面
図）である。図３における多重管ノズル１の１ａは内管、１ｂは第１外管、１ｃは第２外
管を示す。また、多重管ノズル１の１ｄは吐出口を示し、１ｅ～１ｇは高分子光ファイバ
ーの構成材の前駆体の導入口を示す。このような多重管ノズルを使用することにより、コ
アの構成材の前駆体を導入口１ｅから、クラッドの構成材の前駆体を導入口１ｆから、保
護層の構成材の前駆体を導入口１ｇから多重管ノズル１の内部に導入し、これら前駆体を
同時に吐出口１ｄから、高分子光ファイバーの形態に対応した形態で（同軸で）吐出させ
ることができるため、その後、これら前駆体をそれぞれ高分子光ファイバーの構成材に転
化させることにより、コアの中心軸と保護層外面の中心軸とが精度良く一致した高分子光
ファイバーが得られる。
【００３５】
　上記多重管ノズルにおける各管（内管、外管）の径（内径及び外径）は、特に限定され
ないが、具体的には、例えば、上記多重管ノズルが３重管ノズルの場合の内管の内径（吐
出口における内径）は、例えば、０．１～４．０ｍｍが好ましく、上記内管の外径（吐出
口における外径）は、例えば、０．４～４．６ｍｍが好ましい。また、この場合の第１外
管の内径（吐出口における内径）は、例えば、０．８～６．６ｍｍが好ましく、上記第１
外管の外径（吐出口における外径）は、例えば、１．１～７．２ｍｍが好ましい。また、
この場合の第２外管の内径（吐出口における内径）は、例えば、１．５～１１．２ｍｍが
好ましい。但し、上記多重管ノズルにおける各管の径は、上記範囲に限定されず、例えば
、製造される高分子光ファイバーにおけるコアの径、クラッドの径、保護層の径、高分子
光ファイバーの構成材の前駆体の粘度、吐出速度、ドラフト比（高分子光ファイバーの構
成材の前駆体の平均吐出線速度と、該前駆体の転化により得られる高分子光ファイバーの
引き取り速度（例えば、巻取り速度）との比）などに応じて適宜選択することができる。
【００３６】
　なお、上記多重管ノズルは、少なくとも吐出口（吐出口側の先端部分）において、各管
の中心軸が一致していることが好ましい。このような多重管ノズルを用いることにより、
コアの中心軸と保護層外面の中心軸とが一致した高分子光ファイバーを容易に製造するこ
とができる。このように中心軸が一致した高分子光ファイバーは、高分子光ファイバー同
士の接続や他のデバイス（例えば、コネクターや光源装置など）との接続に際して、高い
信頼性を発揮できる。
【００３７】
　上記多重管ノズルは、各管の中心軸を一致させるために、各管の位置を調整するための
調整機構（「位置調整機構」と称する場合がある）を有していることが好ましい。上記位
置調整機構は、各管の位置を調整できるものであればよく、特に限定されない。具体的に
は、例えば、最も外側に位置する外管を少なくとも貫通し、先端を該外管の内側に位置す
る各管の外面に接触させるように配置したねじ（調整用ねじ）などを、簡便な位置調整機
構として利用することができる。図４は、位置調整機構を備えた多重管ノズルの一例を表
す概略図（管の径方向の断面図）である。図４において、１ｈは調整用ねじを表す。図４
においては、６つの調整用ねじ１ｈの先端を、内管１ａ又は第１外管１ｂに対して等間隔
に接触させることによって位置調整機構が構成されており、これら調整用ねじのねじ込み
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具合をそれぞれ調節して、第２外管１ｃの内側における内管１ａ又は第１外管１ｂの位置
を調整できる。但し、使用される調整用ねじの大きさ、数、配置の仕方等は、これに限定
されない。また、各管の位置の調整機構は、図４に示す位置調整機構に限定されるもので
はない。
【００３８】
　なお、上記多重管ノズルは、上述の３重管ノズルに限定されず、４重以上の多重管構造
を有するノズルであってもよい。上記多重管ノズルは、製造する高分子光ファイバーの構
造や形状に応じて、適宜選択することができる。
【００３９】
［高分子光ファイバーの構成材、その前駆体］
　本発明の高分子光ファイバーの構成材としては、公知乃至慣用の各種高分子材料が挙げ
られ、特に限定されないが、例えば、熱可塑性樹脂又は該樹脂を含む組成物（「熱可塑性
樹脂組成物」と総称する場合がある）、各種の硬化性組成物（重合性組成物）を硬化（重
合）させて得られる硬化物（樹脂硬化物）などが挙げられる。従って、本発明の高分子光
ファイバーの構成材の前駆体としては、高分子材料へと転化できる公知乃至慣用の各種前
駆体を使用することができ、特に限定されないが、例えば、熱可塑性樹脂組成物の溶融物
（溶融体）、熱硬化性組成物（熱重合性組成物）［加熱により硬化（重合）して硬化物を
形成する組成物］、光硬化性組成物（光重合性組成物）［光の照射により硬化（重合）し
て硬化物を形成する組成物］などが挙げられる。上記熱可塑性樹脂組成物の溶融物は、冷
却することにより熱可塑性樹脂組成物へと転化させることができ、上記熱硬化性組成物や
光硬化性組成物は、加熱や光照射等により硬化（重合）させることにより硬化物へと転化
させることができる。
【００４０】
｛光硬化性組成物｝
　本発明の高分子光ファイバーの構成材の前駆体としての光硬化性組成物としては、特に
限定されず、光の照射により硬化して硬化物（高分子光ファイバーの構成材）を形成でき
る、公知乃至慣用の光硬化性組成物（光ラジカル重合性組成物、光カチオン重合性組成物
、光アニオン重合性組成物など）などを用いることができる。中でも、上記光硬化性組成
物は、取り扱いが容易であり、かつ、一般的な光開始剤を使うことができる点で、紫外線
の照射により硬化して硬化物を与える光硬化性組成物（紫外線硬化性組成物）であること
が好ましい。また、特に、材料選択の幅が広い点で、光カチオン重合性組成物、光ラジカ
ル重合性組成物が好ましい。
【００４１】
（光カチオン重合性組成物）
　上記光カチオン重合性組成物としては、例えば、カチオン重合性化合物を必須成分とし
て含有し、さらに、必要に応じて、光カチオン重合開始剤や光酸発生剤などを含有する組
成物などが挙げられる。上記カチオン重合性化合物は、分子内（一分子中）に１個以上の
カチオン重合性基を有する化合物である。上記カチオン重合性基としては、例えば、オキ
セタン環（オキセタニル基）、エポキシ環（オキシラニル基）、ビニルエーテル基、ビニ
ルアリール基などが挙げられる。
【００４２】
　上記カチオン重合性化合物の中でも、特に、高分子光ファイバーの透明性、耐熱性、柔
軟性の観点で、下記式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化
合物を単独で、又はラジカル重合性を有する他の化合物と共にラジカル重合して得られる
カチオン重合性樹脂（カチオン重合性重合体又は共重合体）が好ましい。即ち、上記光カ
チオン重合性組成物としては、上記カチオン重合性樹脂を必須成分として含む光硬化性樹
脂組成物（光カチオン重合性樹脂組成物）が好ましい。上記光硬化性樹脂組成物（光カチ
オン重合性樹脂組成物）は低粘度であるため、加工性にも優れる傾向がある。なお、上記
カチオン重合性樹脂は、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステ
ル化合物に由来するオキセタン環を分子内に含む重合体である。
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【００４３】
　なお、本明細書における「（メタ）アクリル」は、アクリル及びメタクリルのいずれか
一方又は両方を意味し、「（メタ）アクリロイル」についても同様である。但し、オキセ
タン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物における「（メタ）アクリル」には、アク
リル及びメタクリルのほか、Ｒ1がメチル基以外のアルキル基であるＣＨ2＝ＣＲ1ＣＯ－
の意味も包含されるものとする。
【００４４】
　上記オキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、下記式（１）で表される
。
【化１】

【００４５】
　式（１）中、Ｒ1、Ｒ2は同一又は異なって水素原子又はアルキル基を示す。Ｒ1、Ｒ2に
おけるアルキル基としては、炭素数１～６（Ｃ1-6）のアルキル基が好ましく、例えば、
メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基などの直鎖状のＣ

1-6（好ましくはＣ1-3）アルキル基；イソプロピル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ
－ブチル基、イソペンチル基、ｓ－ペンチル基、ｔ－ペンチル基、イソヘキシル基、ｓ－
ヘキシル基、ｔ－ヘキシル基などの分岐鎖状のＣ1-6（好ましくはＣ1-3）アルキル基など
が挙げられる。中でも、上記Ｒ1としては、水素原子又はメチル基が好ましく、上記Ｒ2と
しては、メチル基又はエチル基が好ましい。
【００４６】
　式（１）中、Ａは炭素数２～２０の直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基を示す。中でも、
優れた耐熱性と柔軟性とを兼ね備えた高分子光ファイバーを形成することができる点で、
下記式（ａ１）で表される直鎖状アルキレン基、又は下記式（ａ２）で表される分岐鎖状
アルキレン基が好ましい。なお、式（ａ２）の右端はエステル結合を構成する酸素原子と
結合する。
【化２】

【００４７】
　式（ａ１）中のｎ１は２以上の整数を示す。ｎ１としては、２～２０の整数が好ましく
、より好ましくは２～１０の整数である。ｎ１が１の場合、重合して得られる硬化物の柔
軟性が低下する傾向がある。
【００４８】
　式（ａ２）中、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ7、Ｒ8は同一又は異なって水素原子又はアルキル基を示す
。また、Ｒ5、Ｒ6は同一又は異なってアルキル基を示す。Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8

におけるアルキル基としては、特に限定されないが、炭素数１～４のアルキル基が好まし
く、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基などの直鎖状のＣ1-4（好まし
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などの分岐鎖状のＣ1-4（好ましくはＣ1-3）アルキル基などが挙げられる。中でも、上記
Ｒ3、Ｒ4としては水素原子が好ましく、上記Ｒ5、Ｒ6としてはメチル基、エチル基が好ま
しい。
【００４９】
　式（ａ２）中のｎ２は０以上の整数を示す。ｎ２としては、１～２０の整数が好ましく
、より好ましくは１～１０の整数である。ｎ２が２以上の整数の場合、２以上のＲ7、Ｒ8

はそれぞれ同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００５０】
　式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物の代表的な例
としては、以下の化合物などが挙げられる。
【化３】

【００５１】
　式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、公知乃至
慣用の方法により製造することができ、その製造方法は特に限定されないが、例えば、国
際公開第２０１１／０９９３５２号や国際公開第２０１１／１２９２６８号に記載の方法
などにより製造できる。
【００５２】
　上記カチオン重合性樹脂は、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸
エステル化合物を単独で、又はラジカル重合性を有する他の化合物と共に、ラジカル重合
することによって得られる。なお、上記「ラジカル重合性を有する他の化合物」とは、ラ
ジカル重合性を有し、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル
化合物及び後述のラジカル重合性樹脂とは異なる化合物であり、以下、「その他のラジカ
ル重合性化合物」と称する場合がある。
【００５３】
　式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、分子内に
カチオン重合部位であるオキセタン環と、ラジカル重合部位である（メタ）アクリロイル
基を有するため、単独でラジカル重合、又はその他のラジカル重合性化合物と共にラジカ
ル共重合することにより、下記式で表される構造単位（繰り返し構造単位）を有するカチ
オン重合性樹脂を合成することができる。なお、上記ラジカル共重合には、ブロック共重
合、ランダム共重合等が含まれる。
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【化４】

［式中、Ｒ1、Ｒ2、Ａは上記に同じ。］
【００５４】
　上記カチオン重合性樹脂としては、中でも、より柔軟性に優れた硬化物を形成できる点
で、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物とその他の
ラジカル重合性化合物をラジカル共重合して得られる樹脂が好ましく、カチオン重合性樹
脂を構成する全モノマーのうち、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル
酸エステル化合物の占める割合が０．１重量％以上１００重量％未満（より好ましくは１
～９９重量％、さらに好ましくは１０～８０重量％、特に好ましくは１０～５０重量％）
となる割合で、ラジカル共重合して得られるカチオン重合性樹脂が好ましい。
【００５５】
　上記その他のラジカル重合性化合物としては、例えば、（メタ）アクリロイル基、（メ
タ）アクリロイルオキシ基、（メタ）アクリロイルアミノ基、ビニルエーテル基、ビニル
アリール基、ビニルオキシカルボニル基などのラジカル重合性基を分子内に１個以上有す
る化合物などが挙げられる。
【００５６】
　（メタ）アクリロイル基を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、１－ブテ
ン－３－オン、１－ペンテン－３－オン、１－ヘキセン－３－オン、４－フェニル－１－
ブテン－３－オン、５－フェニル－１－ペンテン－３－オン等、及びこれらの誘導体など
が挙げられる。
【００５７】
　（メタ）アクリロイルオキシ基を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、メ
チル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレ
ート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－ヘキシル（メ
タ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アク
リレート、ｎ－ラウリル（メタ）アクリレート、ｎ－ステアリル（メタ）アクリレート、
ｎ－ブトキシエチル（メタ）アクリレート、ブトキシジエチレングリコール（メタ）アク
リレート、メトキシトリエチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレ
ングリコール（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、テトラヒド
ロフルフリル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル
（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチ
ル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノ
エチル（メタ）アクリレート、アクリル酸、メタクリル酸、２－（メタ）アクリロイルオ
キシエチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルヘキサヒドロフタル酸、２
－（メタ）アクリロイルオキシエチル－２－ヒドロキシプロピルフタレート、グリシジル



(13) JP 2014-142631 A 2014.8.7

10

20

30

40

50

（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルアシッドフォスフェート
、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（
メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサ
ンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、
１，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレート、デカンジ（メタ）アクリレート、グ
リセリンジ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（メタ）アクリロイルオキシプ
ロピル（メタ）アクリレート、ジメチロールトリシクロデカンジ（メタ）アクリレート、
トリフルオロエチル（メタ）アクリレート、パーフルオロオクチルエチル（メタ）アクリ
レート、イソアミル（メタ）アクリレート、イソミリスチル（メタ）アクリレート、γ－
（メタ）アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン、２－（メタ）アクリロイルオ
キシエチルイソシアネート、１，１－ビス｛（メタ）アクリロイルオキシ｝エチルイソシ
アネート、２－｛２－（メタ）アクリロイルオキシエチルオキシ｝エチルイソシアネート
、３－（メタ）アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン等、及びこれらの誘導体
などが挙げられる。
【００５８】
　（メタ）アクリロイルアミノ基を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、４
－（メタ）アクリロイルモルホリン、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ
－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブトキシメチル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－ヘキシル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－オクチル（メタ）アクリ
ルアミド等、及びこれらの誘導体などが挙げられる。
【００５９】
　ビニルエーテル基を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、２－ヒドロキシ
エチルビニルエーテル、３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロピ
ルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソプロピルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチル
ビニルエーテル、３－ヒドロキシブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシブチルビニルエ
ーテル、３－ヒドロキシイソブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソブチルビニルエ
ーテル、１－メチル－３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、１－メチル－２－ヒドロ
キシプロピルビニルエーテル、１－ヒドロキシメチルプロピルビニルエーテル、４－ヒド
ロキシシクロヘキシルビニルエーテル、１，６－ヘキサンジオールモノビニルエーテル、
１，４－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、１，３－シクロヘキサンジメ
タノールモノビニルエーテル、１，２－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル
、ｐ－キシレングリコールモノビニルエーテル、ｍ－キシレングリコールモノビニルエー
テル、ｏ－キシレングリコールモノビニルエーテル、ジエチレングリコールモノビニルエ
ーテル、トリエチレングリコールモノビニルエーテル、テトラエチレングリコールモノビ
ニルエーテル、ペンタエチレングリコールモノビニルエーテル、オリゴエチレングリコー
ルモノビニルエーテル、ポリエチレングリコールモノビニルエーテル、ジプロピレングリ
コールモノビニルエーテル、トリプロピレングリコールモノビニルエーテル、テトラプロ
ピレングリコールモノビニルエーテル、ペンタプロピレングリコールモノビニルエーテル
、オリゴプロピレングリコールモノビニルエーテル、ポリプロピレングリコールモノビニ
ルエーテル等、及びこれらの誘導体などが挙げられる。
【００６０】
　ビニルアリール基を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、スチレン、ジビ
ニルベンゼン、メトキシスチレン、エトキシスチレン、ヒドロキシスチレン、ビニルナフ
タレン、ビニルアントラセン、酢酸４－ビニルフェニル、（４－ビニルフェニル）ジヒド
ロキシボラン、Ｎ－（ｐ－ビニルフェニル）マレイミド等、及びこれらの誘導体などが挙
げられる。
【００６１】
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　ビニルオキシカルボニル基を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、ギ酸イ
ソプロペニル、酢酸イソプロペニル、プロピオン酸イソプロペニル、酪酸イソプロペニル
、イソ酪酸イソプロペニル、カプロン酸イソプロペニル、吉草酸イソプロペニル、イソ吉
草酸イソプロペニル、乳酸イソプロペニル、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニ
ル、カプロン酸ビニル、カプリル酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ミリスチン酸ビニル、パ
ルミチン酸ビニル、ステアリン酸ビニル、シクロヘキサンカルボン酸ビニル、ピバリン酸
ビニル、オクチル酸ビニル、モノクロロ酢酸ビニル、アジピン酸ジビニル、アクリル酸ビ
ニル、メタクリル酸ビニル、クロトン酸ビニル、ソルビン酸ビニル、安息香酸ビニル、桂
皮酸ビニル等、及びこれらの誘導体などが挙げられる。
【００６２】
　上記その他のラジカル重合性化合物としては、その他、ビニルトリメトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシランなどのビニルシラン類などを使用することも可能である。
【００６３】
　上記その他のラジカル重合性化合物としては、中でも、柔軟性及び耐熱性に優れた高分
子光ファイバーを形成することができる点で、分子内に（メタ）アクリロイル基、（メタ
）アクリロイルオキシ基、（メタ）アクリロイルアミノ基、ビニルアリール基、ビニルエ
ーテル基、及びビニルオキシカルボニル基からなる群より選択されたラジカル重合性基を
１個のみ有する化合物が好ましく、特に、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル
（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート
、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリロイルオキシ基を分子内
に１個のみ有する化合物が好ましい。上記カチオン重合性樹脂のモノマー成分としてのそ
の他のラジカル重合性化合物は１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み合
わせて使用することもできる。
【００６４】
　上記カチオン重合性樹脂は、公知乃至慣用の方法（例えば、ラジカル重合反応）により
製造することができ、その製造方法は特に限定されないが、例えば、国際公開第２０１１
／０９９３５２号に記載の方法などにより製造できる。
【００６５】
　上記カチオン重合性樹脂の重量平均分子量は、特に限定されないが、５００以上（例え
ば、５００～１００万）が好ましく、より好ましくは３０００～５０万である。カチオン
重合性樹脂の重量平均分子量が上記範囲を外れると、高分子光ファイバーの柔軟性が得ら
れにくくなる傾向がある。
【００６６】
　上記カチオン重合性樹脂の数平均分子量は、特に限定されないが、１００以上（例えば
、１００～５０万）が好ましく、より好ましくは３００～２５万である。カチオン重合性
樹脂の数平均分子量が上記範囲を外れると、高分子光ファイバーの柔軟性が得られにくく
なる傾向がある。なお、上記カチオン重合性樹脂の重量平均分子量及び数平均分子量は、
例えば、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）法により、標準ポリスチレ
ン換算の値として測定することができる。
【００６７】
　上記光カチオン重合性組成物が上記カチオン重合性樹脂を含む場合、上記カチオン重合
性樹脂の割合（含有量）は、特に限定されないが、５重量％以上が好ましく、実質的に光
カチオン重合性組成物が上記カチオン重合性樹脂のみにより構成されていてもよい。中で
も、より柔軟性に優れる高分子光ファイバーを形成できる点で、上記カチオン重合性樹脂
の割合は、１０～９５重量％がより好ましく、さらに好ましくは４０～９５重量％である
。上記カチオン重合性樹脂の割合が５重量％を下回ると、高分子光ファイバーの柔軟性が
低下する傾向がある。
【００６８】
　上記光カチオン重合性組成物は、上記カチオン重合性化合物として、式（１）で表され
るオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物及び上記カチオン重合性樹脂以外
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の化合物（「その他のカチオン重合性化合物」と称する場合がある）を含んでいてもよい
。上記その他のカチオン重合性化合物としては、例えば、オキセタン環、エポキシ環、ビ
ニルエーテル基、ビニルアリール基などのカチオン重合性基を分子内に１個以上有する化
合物などが挙げられる。
【００６９】
　オキセタン環を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、３，３－ビス（ビニ
ルオキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、３－エチ
ル－３－（２－エチルヘキシルオキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（ヒドロキ
シメチル）オキセタン、３－エチル－３－［（フェノキシ）メチル］オキセタン、３－エ
チル－３－（ヘキシルオキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（クロロメチル）オ
キセタン、３，３－ビス（クロロメチル）オキセタン、１，４－ビス［（３－エチル－３
－オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、ビス｛［１－エチル（３－オキセタニル）
］メチル｝エーテル、４，４'－ビス［（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシメチ
ル］ビシクロヘキシル、１，４－ビス［（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシメチ
ル］シクロヘキサン、１，４－ビス{〔（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシ〕メ
チル}ベンゼン、３－エチル－３{〔（３－エチルオキセタン－３－イル)メトキシ]メチル
｝オキセタンなどが挙げられる。
【００７０】
　エポキシ環を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、ビスフェノールＡジグ
リシジルエーテル、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、ビスフェノールＳジグリシ
ジルエーテル、臭素化ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノールＦ
ジグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、エポキシノボラ
ック樹脂、水添ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、水添ビスフェノールＦジグリシ
ジルエーテル、水添ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、３，４－エポキシシクロヘ
キシルメチル（３，４－エポキシ）シクロヘキサンカルボキシレート、２－（３，４－エ
ポキシシクロヘキシル－５，５－スピロ－３，４－エポキシ）シクロヘキサン－メタ－ジ
オキサン、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）アジペート、ビス（３，４－
エポキシ－６－メチルシクロヘキシルメチル）アジペート、３，４－エポキシ－６－メチ
ルシクロヘキシル－３'，４'－エポキシ－６'－メチルシクロヘキサンカルボキシレート
、メチレンビス（３，４－エポキシシクロヘキサン）、ジシクロペンタジエンジエポキサ
イド、エチレングリコールのジ（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）エーテル、エ
チレンビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシルレート）、エポキシヘキサヒ
ドロフタル酸ジオクチル、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジ－２－エチルヘキシル、１，
４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエー
テル、グリセリントリグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエー
テル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリ
シジルエーテル類など；エチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン等の脂
肪族多価アルコールに１種または２種以上のアルキレンオキサイドを付加することにより
得られるポリエーテルポリオールのポリグリシジルエーテル類；脂肪族長鎖二塩基酸のジ
グリシジルエステル類；脂肪族高級アルコールのモノグリシジルエーテル類；フェノール
、クレゾール、ブチルフェノール又はこれらにアルキレンオキサイドを付加して得られる
ポリエーテルアルコールのモノグリシジルエーテル類；高級脂肪酸のグリシジルエステル
類などが挙げられる。
【００７１】
　ビニルエーテル基を分子内に１個以上有する化合物、ビニルアリール基を分子内に１個
以上有する化合物としては、上記その他のラジカル重合性化合物として例示したものと同
様の化合物などが挙げられる。
【００７２】
　上記その他のカチオン重合性化合物としては、中でも、光照射により速やかに硬化する
点で、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシメチル）オキセタン、３，３－ビス
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（ビニルオキシメチル）オキセタン、１，４－ビス{〔（３－エチル－３－オキセタニル
）メトキシ〕メチル}ベンゼン、３－エチル－３｛[(３－エチルオキセタン－３－イル)メ
トキシ]メチル｝オキセタンなどのオキセタン環を分子内に１個以上有する化合物が好ま
しい。なお、上記その他のカチオン重合性化合物は１種を単独で使用することもできるし
、２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【００７３】
　上記光カチオン重合性組成物においては、カチオン重合性化合物として、式（１）で表
されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物を使用することもできる。
【００７４】
　上記光カチオン重合性組成物は、より柔軟性に優れる高分子光ファイバーを形成するこ
とができる点で、上記カチオン重合性樹脂とその他のカチオン重合性化合物を含むことが
好ましい。カチオン重合性樹脂とその他のカチオン重合性化合物の配合比（前者／後者：
重量比）としては、特に限定されないが、９５／５～１０／９０が好ましく、より好まし
くは９５／５～２０／８０、さらに好ましくは９５／５～４０／６０である。カチオン重
合性樹脂の配合割合が上記範囲を下回ると、得られる高分子光ファイバーの柔軟性が低下
する傾向がある。
【００７５】
　上記光カチオン重合性組成物は、必要に応じて重合開始剤を含有していてもよい。上記
重合開始剤としては、公知乃至慣用の光カチオン重合開始剤、光酸発生剤等のカチオン重
合を起こし得るものを使用することができ、特に限定されないが、例えば、トリアリール
スルホニウムヘキサフルオロホスフェート、トリアリールスルホニウムヘキサフルオロア
ンチモネートなどのスルホニウム塩；ジアリールヨードニウムヘキサフルオロホスフェー
ト、ジフェニルヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、ビス（ドデシルフェニル）
ヨードニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ヨードニウム［４－（４
－メチルフェニル－２－メチルプロピル）フェニル］ヘキサフルオロホスフェートなどの
ヨードニウム塩；テトラフルオロホスホニウムヘキサフルオロホスフェートなどのホスホ
ニウム塩；ピリジニウム塩などが挙げられる。
【００７６】
　重合開始剤としては、例えば、商品名「ＣＰＩ－１００Ｐ」（サンアプロ（株）製）、
商品名「ＣＰＩ－１０１Ａ」（サンアプロ（株）製）などの市販品を使用することもでき
る。
【００７７】
　上記光カチオン重合性組成物における重合開始剤の含有量（配合量）は、特に限定され
ないが、カチオン重合性化合物の全量（例えば、カチオン重合性樹脂とその他のカチオン
重合性化合物の総重量）１００重量部に対して、０．０１～５０重量部が好ましく、より
好ましくは０．１～２０重量部である。
【００７８】
　上記光カチオン重合性組成物は、酸化防止剤を含んでいてもよい。中でも、上記光カチ
オン重合性組成物をコアの構成材の前駆体、クラッドの構成材の前駆体として使用する場
合には、コアの構成材の前駆体及びクラッドの構成材の前駆体のいずれか一方又は両方が
酸化防止剤を含むことが好ましい。上記酸化防止剤としては、公知乃至慣用の酸化防止剤
を使用することができ、特に限定されないが、例えば、フェノール系化合物（フェノール
系酸化防止剤）、ヒンダードアミン系化合物（ヒンダードアミン系酸化防止剤）、リン系
化合物（リン系酸化防止剤）、イオウ系化合物（イオウ系酸化防止剤）などが挙げられる
。
【００７９】
　上記フェノール系化合物としては、例えば、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール
、ブチル化ヒドロキシアニソール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－エチルフェノール、ス
テアリル－β－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート等
のモノフェノール類；２，２'－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール
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）、２，２'－メチレンビス（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４'－チオ
ビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４'－ブチリデンビス（３－メチ
ル－６－ｔ－ブチルフェノール）、３，９－ビス［１，１－ジメチル－２－｛β－（３－
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ｝エチル］２，
４，８，１０－テトラオキサスピロ［５．５］ウンデカン等のビスフェノール類；１，１
，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３
，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベン
ジル）ベンゼン、テトラキス［メチレン－３－（３'，５'－ジ－ｔ－ブチル－４'－ヒド
ロキシフェニル）プロピオネート］メタン、ビス［３，３'－ビス（４'－ヒドロキシ－３
'－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアシッド］グリコールエステル、１，３，５－トリ
ス（３'，５'－ジ－ｔ－ブチル－４'－ヒドロキシベンジル）－ｓ－トリアジン－２，４
，６－（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）トリオン、トコフェノール等の高分子型フェノール類などが
挙げられる。
【００８０】
　上記ヒンダードアミン系化合物としては、例えば、ビス（１，２，２，６，６－ペンタ
メチル－４－ピペリジル）［［３，５－ビス（１，１－ジメチルエチル）－４－ヒドロキ
シフェニル］メチル］ブチルマロネート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４
－ピペリジル）セバケート、メチル－１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジ
ルセバケート、４－ベンゾイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンなどが
挙げられる。
【００８１】
　上記リン系化合物としては、例えば、トリフェニルホスファイト、ジフェニルイソデシ
ルホスファイト、フェニルジイソデシルホスファイト、トリス（ノニルフェニル）ホスフ
ァイト、ジイソデシルペンタエリスリトールホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブ
チルフェニル）ホスファイト、サイクリックネオペンタンテトライルビス（オクタデシル
）ホスファイト、サイクリックネオペンタンテトライルビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフ
ェニル）ホスファイト、サイクリックネオペンタンテトライルビス（２，４－ジ－ｔ－ブ
チル－４－メチルフェニル）ホスファイト、ビス［２－ｔ－ブチル－６－メチル－４－｛
２－（オクタデシルオキシカルボニル）エチル｝フェニル］ヒドロゲンホスファイト等の
ホスファイト類；９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレン－１
０－オキサイド、１０－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－９，１
０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレン－１０－オキサイド等のオキ
サホスファフェナントレンオキサイド類などが挙げられる。
【００８２】
　上記イオウ系化合物としては、例えば、ドデカンチオール、ジラウリル－３，３'－チ
オジプロピオネート、ジミリスチル－３，３'－チオジプロピオネート、ジステアリル－
３，３'－チオジプロピオネートなどが挙げられる。
【００８３】
　なお、上記光カチオン重合性組成物において酸化防止剤は、１種を単独で使用すること
もできるし、２種以上を組み合わせて使用することもできる。また、上記酸化防止剤とし
ては、例えば、商品名「イルガノックス１０１０」（ＢＡＳＦ製、フェノール系化合物）
、商品名「イルガフォス１６８」（ＢＡＳＦ製、リン系化合物）などの市販品を使用する
こともできる。
【００８４】
　中でも、上記酸化防止剤としては、フェノール系化合物、リン系化合物、イオウ系化合
物が好ましく、特に、フェノール系化合物とリン系化合物又はイオウ系化合物とを併用す
ることが好ましい。
【００８５】
　上記光カチオン重合性組成物における酸化防止剤の含有量（配合量）は、特に限定され
ないが、光カチオン重合性組成物の全量（１００重量％）に対して、０．１～１０重量％
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が好ましく、より好ましくは０．１～５重量％、さらに好ましくは０．１～３重量％であ
る。酸化防止剤の含有量が上記範囲を外れると、高分子光ファイバーの光学特性が損なわ
れる傾向がある。特に、酸化防止剤の含有量が０．１重量％未満であると、ハンダリフロ
ー処理等の高温処理によって高分子光ファイバーが熱劣化して光損失が増大したり、端面
の形状変化（隆起等）が生じやすくなる場合がある。なお、２種以上の酸化防止剤を併用
する場合には、これらの合計量が上記範囲に制御されることが好ましい。
【００８６】
　特に、上記酸化防止剤として、フェノール系化合物とリン系化合物又はイオウ系化合物
とを併用する場合、これらの含有量（配合量）の割合［フェノール系化合物／リン系化合
物又はイオウ系化合物］（重量比）は、特に限定されないが、０．１／１～２０／１が好
ましく、より好ましくは０．５／１～１５／１、さらに好ましくは１／１～１０／１、特
に好ましくは２／１～５／１である。上記割合を上記範囲に制御することにより、高分子
光ファイバーの耐熱性を著しく向上させることができる傾向がある。
【００８７】
　上記光カチオン重合性組成物は、本発明の効果を損なわない範囲内で、必要に応じてそ
の他の添加物を含有していてもよい。その他の添加物としては、例えば、硬化膨張性モノ
マー、光増感剤（アントラセン系増感剤等）、樹脂、密着性向上剤、補強剤、軟化剤、可
塑剤、粘度調整剤、溶剤、無機又は有機粒子（ナノスケール粒子等）、フルオロシラン等
の公知乃至慣用の各種添加剤が挙げられる。
【００８８】
　中でも、上記光カチオン重合性組成物を保護層の構成材の前駆体として使用する場合に
は、例えば、セルロースファイバー（セルロースナノファイバーなど）、ポリイミドファ
イバー、炭素繊維などの繊維；スメクタイト類などの粘土鉱物などを含有させることによ
って、高分子光ファイバーに対して高い機械特性（例えば、高い引張強度など）やガスバ
リア性などの各種機能を付与することができる。
【００８９】
（光ラジカル重合性組成物）
　本発明の高分子光ファイバーの構成材の前駆体としての上記光ラジカル重合性組成物と
しては、例えば、ラジカル重合性化合物を必須成分として含有し、さらに、必要に応じて
、光ラジカル重合開始剤などを含有する組成物などが挙げられる。上記ラジカル重合性化
合物は、分子内に１個以上のラジカル重合性基を有する化合物である。上記ラジカル重合
性基としては、例えば、（メタ）アクリロイル基、（メタ）アクリロイルオキシ基、（メ
タ）アクリロイルアミノ基、ビニルアリール基、ビニルエーテル基、ビニルオキシカルボ
ニル基などが挙げられる。なお、光ラジカル重合性組成物においてラジカル重合性化合物
は、１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用することもでき
る。
【００９０】
　上記ラジカル重合性化合物としては、分子内に１個以上のラジカル重合性基を有する化
合物であればよく、特に限定されないが、例えば、ウレタン（メタ）アクリレート、ポリ
エステル（メタ）アクリレート、ポリアクリル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）
アクリレート、ポリエーテル（メタ）アクリレート、これら以外の多官能（メタ）アクリ
レートなどが挙げられる。
【００９１】
　上記ウレタン（メタ）アクリレートとしては、公知乃至慣用のウレタン（メタ）アクリ
レート［分子内にウレタン結合と（メタ）アクリロイル基とを有する化合物］を使用する
ことができ、特に限定されないが、例えば、分子内に２個以上のイソシアネート基を有す
るイソシアネート化合物（ポリイソシアネート）と、分子内に活性水素原子及び（メタ）
アクリロイル基を有する化合物とを反応させて得られるウレタン（メタ）アクリレート；
ウレタンプレポリマー（例えば、ポリイソシアネート及び分子内に２個以上の水酸基を有
する化合物（ポリオール）の反応により得られる、分子内に１個以上のイソシアネート基
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を有するウレタンプレポリマー）と、分子内に活性水素原子及び（メタ）アクリロイル基
を有する化合物とを反応させて得られるウレタン（メタ）アクリレートなどが挙げられる
。
【００９２】
　上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料としての上記ポリイソシアネートとしては、
分子内に２個以上のイソシアネート基を有する化合物であればよく、特に限定されないが
、例えば、脂肪族ポリイソシアネート［例えば、テトラメチレンジイソシアネート、ヘキ
サメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート（
ＴＭＤＩ）、リジンジイソシアネート（ＬＤＩ）などの脂肪族ジイソシアネート；１，６
，１１－ウンデカントリイソシアネートメチルオクタン、１，３，６－ヘキサメチレント
リイソシアネートなどの脂肪族トリイソシアネートなど］、脂環族ポリイソシアネート［
例えば、シクロヘキサン１，４－ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート（ＩＰ
ＤＩ）、水添キシリレンジイソシアネート、水添ビス（イソシアナトフェニル）メタンな
どの脂環族ジイソシアネート；ビシクロヘプタントリイソシアネートなどの脂環族トリイ
ソシアネートなど］、芳香族ポリイソシアネート［例えば、フェニレンジイソシアネート
、トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）、キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、テト
ラメチルキシリレンジイソシアネート（ＴＭＸＤＩ）、ナフタレンジイソシアネート（Ｎ
ＤＩ）、ビス（イソシアナトフェニル）メタン（ＭＤＩ）、トルイジンジイソシアネート
（ＴＯＤＩ）、１，３－ビス（イソシアナトフェニル）プロパンなどの芳香族ジイソシア
ネート；トリフェニルメタントリイソシアネートなどの芳香族トリイソシアネートなど］
、複素環式ポリイソシアネート、これらポリイソシアネートの誘導体［例えば、ポリイソ
シアネートのダイマー、トリマー、ビウレット、アロファネート、２，４，６－オキサジ
アジントリオン環を有するポリイソシアネート（炭酸ガスとポリイソシアネート（単量体
）の重合物）、カルボジイミド、ウレットジオンなど］などが挙げられる。なお、上記ポ
リイソシアネートは１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用
することもできる。
【００９３】
　上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料としての上記ポリオールとしては、特に限定
されないが、例えば、低分子量ポリオール［脂肪族ポリオール（エチレングリコール、プ
ロピレングリコール、テトラメチレンエーテルグリコールなどのＣ2-10アルカンジオール
；グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトールなどのＣ3-12脂肪族ポリ
オールなど）、脂環族ポリオール（１，４－シクロヘキサンジオールなどのシクロアルカ
ンジオール類、水添ビスフェノールＡなどの水添ビスフェノール類、これらのＣ2-4アル
キレンオキサイド付加体など）、芳香族ポリオール（キシリレングリコールなどの芳香脂
肪族ジオール、ビスフェノールＡ、Ｓ、Ｆなどのビスフェノール類、これらのＣ2-4アル
キレンオキサイド付加体など）など］、ポリマーポリオール類［例えば、ポリエーテルポ
リオール（ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエ
ーテルグリコールなどのポリＣ2-4アルキレングリコールなど）、ポリエステルポリオー
ル（例えば、脂肪族ジカルボン酸と脂肪族ジオールとのポリエステルポリオールなど）、
ポリカーボネートポリオールなど］などが挙げられる。なお、上記化合物は１種を単独で
使用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【００９４】
　上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料としての上記分子内に活性水素原子及び（メ
タ）アクリロイル基を有する化合物としては、特に限定されないが、例えば、２－ヒドロ
キシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－
ヒドロキシシクロヘキシル（メタ）アクリレート、５－ヒドロキシシクロオクチル（メタ
）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェニルオキシプロピル（メタ）アクリレート、
ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ
）アクリレートなどが挙げられる。なお、上記化合物は１種を単独で使用することもでき
るし、２種以上を組み合わせて使用することもできる。
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【００９５】
　上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料としての上記ウレタンプレポリマーとしては
、特に限定されないが、上述のポリイソシアネートの多量体、上述のポリイソシアネート
のビュレット変性多量体、上述のポリイソシアネートと上記ポリオールとのアダクト体、
上記ポリオールに対して過剰量の上記ポリイソシアネートを反応させて得られるポリウレ
タンプレポリマーなどが挙げられる。なお、上記ウレタンプレポリマーは１種を単独で使
用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【００９６】
　上記ポリエステル（メタ）アクリレートとしては、公知乃至慣用のポリエステル（メタ
）アクリレート［分子内にエステル結合と（メタ）アクリロイル基とを有する化合物］を
使用することができ、特に限定されないが、例えば、ポリオール（又はその誘導体）とポ
リカルボン酸（又はその誘導体）とを重合して得られるポリマー又はオリゴマーや、環状
エステル化合物を開環重合して得られるポリマー又はオリゴマーなどのポリエステルに、
さらに、分子内に（メタ）アクリロイル基を有する化合物（例えば、（メタ）アクリル酸
、（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキルなど）を反応させて得られるポリエステル（メ
タ）アクリレートなどが挙げられる。
【００９７】
　上記ポリエステル（メタ）アクリレートの原料としての上記ポリオールしては、特に限
定されず、例えば、上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料としてのポリオールと同様
のものなどが挙げられる。なお、上記ポリオール又はその誘導体は１種を単独で使用する
こともできるし、２種以上を組み合わせて使用することもできる
【００９８】
　上記ポリエステル（メタ）アクリレートの原料としての上記ポリカルボン酸としては、
特に限定されないが、例えば、アジピン酸、コハク酸、セバチン酸等の飽和ポリカルボン
酸；マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸等の不飽和ポリカルボン酸；フタ
ル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、トリメリット酸等の芳香族ポリカルボン酸などが挙
げられる。なお、上記ポリカルボン酸又はその誘導体は１種を単独で使用することもでき
るし、２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【００９９】
　上記ポリエステル（メタ）アクリレートの原料としての上記環状エステル化合物として
は、特に限定されないが、例えば、ε－カプロラクトン、δ－バレロラクトン、γ－ブチ
ロラクトン、γ－バレロラクトン等のラクトン化合物又はその誘導体などが挙げられる。
なお、上記環状エステル化合物は１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み
合わせて使用することもできる。
【０１００】
　上記ポリアクリル（メタ）アクリレートとしては、公知乃至慣用のポリアクリル（メタ
）アクリレート［分子内に（メタ）アクリロイル基を有するアクリルオリゴマー又はポリ
マー］を使用することができ、特に限定されないが、例えば、エポキシ基を有するアクリ
ルポリマー（例えば、（メタ）アクリル系モノマーとグリシジル（メタ）アクリレートの
共重合体など）のエポキシ基に対して、（メタ）アクリル酸などの分子内に（メタ）アク
リロイル基を有する化合物を付加反応させることにより得られるポリアクリル（メタ）ア
クリレート等が挙げられる。
【０１０１】
　上記エポキシ（メタ）アクリレートとしては、公知乃至慣用のエポキシ（メタ）アクリ
レート［エポキシ化合物と、該エポキシ基に対する付加反応性基及び（メタ）アクリロイ
ル基を有する化合物との反応により得られるエポキシ（メタ）アクリレート］を使用する
ことができ、特に限定されないが、例えば、分子内に２個以上のエポキシ基を有する化合
物（例えば、多価アルコール型、多価カルボン酸型、ビスフェノールＡ、Ｆ、Ｓなどのビ
スフェノール型、ノボラック型などのエポキシ樹脂）のエポキシ基に対して、（メタ）ア
クリル酸などの分子内に（メタ）アクリロイル基を有する化合物を付加反応させることに
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【０１０２】
　上記ポリエーテル（メタ）アクリレートとしては、公知乃至慣用のポリエーテル（メタ
）アクリレート［分子内にエーテル結合と（メタ）アクリロイル基とを有する化合物］を
使用することができ、特に限定されないが、例えば、ジエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロピ
レングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、ポリテトラメチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡのアル
キレンオキサイド（例えば、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイドなど）付加体の
片末端又は両末端に（メタ）アクリロイル基を有するポリエーテル（メタ）アクリレート
などが挙げられる。
【０１０３】
　上記多官能（メタ）アクリレートとしては、公知乃至慣用の多官能（メタ）アクリレー
ト［分子内に２以上の（メタ）アクリロイル基を有する化合物］を使用することができ、
特に限定されないが、例えば、２－ヒドロキシ－３－（メタ）アクリロイルオキシプロピ
ル（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメタノール（メタ）アクリレート、１，１
０－デカンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アク
リレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化イソシアヌル酸
トリ（メタ）アクリレート、ε－カプロラクトン変性トリス（２－（メタ）アクリロイル
オキシエチル）イソシアヌレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、エトキシ化グリ
セリントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メ
タ）アクリレート、エトキシ化ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ペン
タエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールポリ（メタ）ア
クリレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（
メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ポリブタジエン
系（メタ）アクリレート、メラミン（メタ）アクリレート、ポリアセタール（メタ）アク
リレートなどが挙げられる。
【０１０４】
　上記ラジカル重合性化合物としては、その他、式（１）で表されるオキセタン環含有（
メタ）アクリル酸エステル化合物を単独で、又はカチオン重合性を有する他の化合物（そ
の他のカチオン重合性化合物）と共にカチオン重合して得られるラジカル重合性樹脂（ラ
ジカル重合性重合体）を使用することもできる。即ち、上記光ラジカル重合性組成物とし
ては、上記ラジカル重合性樹脂を必須成分として含む光硬化性樹脂組成物（光ラジカル重
合性樹脂組成物）を使用することもできる。なお、上記ラジカル重合性樹脂は、式（１）
で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物に由来するＣＨ2＝ＣＲ1

ＣＯ－基を分子内に有する重合体である。
【０１０５】
　上記ラジカル重合性樹脂は、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸
エステル化合物を単独で、又はその他のカチオン重合性化合物と共に、カチオン重合する
ことによって得られる。
【０１０６】
　式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物は、分子内に
カチオン重合部位であるオキセタン環と、ラジカル重合部位である（メタ）アクリロイル
基を有するため、単独でカチオン重合、又はその他のカチオン重合性化合物と共にカチオ
ン共重合することにより、下記式で表される構造単位（繰り返し構造単位）を有するラジ
カル重合性樹脂を合成することができる。なお、上記カチオン共重合には、ブロック共重
合、ランダム共重合等が含まれる。
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【化５】

［式中、Ｒ1、Ｒ2、Ａは上記に同じ。］
【０１０７】
　上記ラジカル重合性樹脂としては、中でも、より柔軟性に優れた高分子光ファイバーを
形成できる点で、式（１）で表されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合
物とその他のカチオン重合性化合物をカチオン共重合して得られるラジカル重合性樹脂が
好ましい。特に、ラジカル重合性樹脂を構成する全モノマーのうち、式（１）で表される
オキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物の占める割合が０．１重量％以上（
好ましくは１～９９重量％、特に好ましくは１０～８０重量％）となる割合で、カチオン
共重合して得られる樹脂が好ましい。
【０１０８】
　上記その他のカチオン重合性化合物としては、例えば、上記光カチオン重合性組成物の
項で例示した、オキセタン環、エポキシ環、ビニルエーテル基、ビニルアリール基などの
カチオン重合性基を分子内に１個以上有する化合物などが挙げられる。
【０１０９】
　上記その他のカチオン重合性化合物としては、中でも、柔軟性及び耐熱性に優れた硬化
物を形成できる点で、分子内にオキセタン環、エポキシ環、ビニルエーテル基、ビニルア
リール基からなる群より選択されたカチオン重合性基を１個のみ有する化合物が好ましく
、特に、トリメチレンオキシド、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシメチル）
オキセタン、３－エチル－３－［（フェノキシ）メチル］オキセタン、３－エチル－３－
（ヘキシルオキシメチル）オキセタンなどのオキセタン環を分子内に１個のみ有する化合
物、グリシジルメチルエーテル、酪酸（Ｒ）－グリシジルなどのエポキシ基を分子内に１
個のみ有する化合物等が好ましい。上記その他のカチオン重合性化合物は１種を単独で使
用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【０１１０】
　上記ラジカル重合性樹脂は、公知乃至慣用の方法（例えば、カチオン重合反応）により
製造することができ、その製造方法は特に限定されないが、例えば、国際公開第２０１１
／１２９２６８号に記載の方法などにより製造できる。
【０１１１】
　上記ラジカル重合性樹脂の重量平均分子量は、特に限定されないが、５００以上（例え
ば、５００～１００万程度）が好ましく、より好ましくは３０００～５０万である。ラジ
カル重合性樹脂の重量平均分子量が上記範囲を下回ると、高分子光ファイバーの柔軟性が
低下する傾向がある。
【０１１２】
　上記ラジカル重合性樹脂の数平均分子量は、特に限定されないが、１００以上（例えば
、１００～５０万）が好ましく、より好ましくは３００～２５万である。ラジカル重合性
樹脂の数平均分子量が上記範囲を外れると、高分子光ファイバーの柔軟性が得られにくく
なる傾向がある。なお、上記ラジカル重合性樹脂の重量平均分子量及び数平均分子量は、
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例えば、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）法により、標準ポリスチレ
ン換算の値として測定することができる。
【０１１３】
　上記光ラジカル重合性組成物においては、ラジカル重合性化合物として、式（１）で表
されるオキセタン環含有（メタ）アクリル酸エステル化合物を使用することもできる。ま
た、ラジカル重合性化合物として、上記光カチオン重合性組成物の項で例示したラジカル
重合性化合物なども使用できる。
【０１１４】
　上記光ラジカル重合性組成物におけるラジカル重合性化合物の含有量（配合量）は、特
に限定されないが、光ラジカル重合性組成物の全量（１００重量％）に対して、４０重量
％以上、１００重量％未満が好ましく、より好ましくは６０～９９重量％である。
【０１１５】
　上記光ラジカル重合性組成物は、必要に応じて光ラジカル重合開始剤を含有していても
よい。上記光ラジカル重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、アセトフェノン、
ベンジル、ベンジルジメチルケトン、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾイ
ンエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ジメトキシアセトフェノン、ジメ
トキシフェニルアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノン、ジフェニルジサルファイト
などが挙げられる。上記光ラジカル重合開始剤は１種を単独で使用することもできるし、
２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【０１１６】
　上記光ラジカル重合性組成物は、光吸収エネルギーの重合開始遊離基への転換を強める
ための相乗剤を含んでいてもよい。上記相乗剤としては、例えば、トリエチルアミン、ジ
エチルアミン、ジエタノールアミン、エタノールアミン、ジメチルアミノ安息香酸、ジメ
チルアミノ安息香酸メチル等のアミン；チオキサントン、２－イソプロピルチオキサント
ン、２，４－ジエチルチオキサントン、アセチルアセトン等のケトンなどが挙げられる。
【０１１７】
　上記光ラジカル重合性組成物が光ラジカル重合開始剤を含有する場合、その含有量（配
合量）としては、光ラジカル重合性組成物中のラジカル重合性化合物の全量（例えば、ラ
ジカル重合性樹脂とその他のラジカル重合性化合物の総重量）１００重量部に対して、０
．０１～５０重量部が好ましく、より好ましくは０．１～２０重量部である。
【０１１８】
　上記光ラジカル重合性組成物は、酸化防止剤を含んでいてもよい。中でも、上記光ラジ
カル重合性組成物をコアの構成材の前駆体、クラッドの構成材の前駆体として使用する場
合には、コアの構成材の前駆体及びクラッドの構成材の前駆体のいずれか一方又は両方が
酸化防止剤を含むことが好ましい。上記酸化防止剤としては、公知乃至慣用の酸化防止剤
が挙げられ、特に限定されないが、例えば、光カチオン重合性組成物の項で例示したもの
と同様のものが例示される。中でも、上記酸化防止剤としては、フェノール系化合物、リ
ン系化合物、イオウ系化合物が好ましく、特に、フェノール系化合物とリン系化合物又は
イオウ系化合物とを併用することが好ましい。
【０１１９】
　上記光ラジカル重合性組成物における酸化防止剤の含有量（配合量）は、特に限定され
ないが、光ラジカル重合性組成物の全量（１００重量％）に対して、０．１～１０重量％
が好ましく、より好ましくは０．１～５重量％、さらに好ましくは０．１～３重量％であ
る。酸化防止剤の含有量が上記範囲を外れると、高分子光ファイバーの光学特性が損なわ
れる傾向がある。特に、酸化防止剤の含有量が０．１重量％未満であると、ハンダリフロ
ー処理等の高温処理によって高分子光ファイバーが熱劣化して光損失が増大したり、端面
の形状変化（隆起等）が生じやすくなる場合がある。なお、２種以上の酸化防止剤を併用
する場合には、これらの合計量が上記範囲に制御されることが好ましい。
【０１２０】
　特に、上記酸化防止剤として、フェノール系化合物とリン系化合物又はイオウ系化合物
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とを併用する場合、これらの含有量（配合量）の割合［フェノール系化合物／リン系化合
物又はイオウ系化合物］（重量比）は、特に限定されないが、０．１／１～２０／１が好
ましく、より好ましくは０．５／１～１５／１、さらに好ましくは１／１～１０／１、特
に好ましくは２／１～５／１である。上記割合を上記範囲に制御することにより、高分子
光ファイバーの耐熱性を著しく向上させることができる傾向がある。
【０１２１】
　上記光ラジカル重合性組成物は、本発明の効果を損なわない範囲内で、必要に応じてそ
の他の添加物を含有していてもよい。その他の添加物としては、公知乃至慣用の添加剤が
挙げられ、特に限定されないが、例えば、光カチオン重合性組成物の項で例示したものと
同様のものが例示される。
【０１２２】
　中でも、上記光ラジカル重合性組成物を保護層の構成材の前駆体として使用する場合に
は、例えば、セルロースファイバー（セルロースナノファイバーなど）、ポリイミドファ
イバー、炭素繊維などの繊維；スメクタイト類などの粘土鉱物などを含有させることによ
って、高分子光ファイバーに対して高い機械特性（例えば、高い引張強度など）やガスバ
リア性などの各種機能を付与することができる。
【０１２３】
　本発明の高分子光ファイバーの構成材の前駆体としての光硬化性組成物は、特に限定さ
れないが、室温（約２５℃）において液体であることが好ましい。即ち、室温において流
動性を有する液状物であることが好ましい。液体の光硬化性組成物を高分子光ファイバー
の構成材の前駆体として用いることにより、加熱や溶剤の使用により粘度を低下させるこ
となく、室温での紡糸が可能となる。さらに、ろ過によって光硬化性組成物中の不純物を
容易に除去することができるため、高品質の高分子光ファイバーを得やすい。一方、室温
において固体である組成物（樹脂組成物）を高分子光ファイバーの原料として使用した場
合には、加熱や溶剤の使用により粘度を低下させない限り、室温における紡糸が困難であ
り、コスト面で不利となる。また、一般に、室温において固体である組成物（樹脂組成物
）は、不純物の除去操作が煩雑である傾向がある。
【０１２４】
　特に、上記光硬化性組成物をコアの構成材の前駆体として使用する場合、当該光硬化性
組成物の２５℃における粘度は、特に限定されないが、ろ過による不純物の除去が容易で
、低光損失の高分子光ファイバーが得られやすい点で、２５０００ｍＰａ・ｓ以下（例え
ば、２０～２５０００ｍＰａ・ｓ）が好ましい。また、上記光硬化性組成物をクラッドの
構成材の前駆体として使用する場合、当該光硬化性組成物の２５℃における粘度は、特に
限定されないが、ろ過による不純物の除去が容易で、低光損失の高分子光ファイバーが得
られやすい点で、２０００～２５０００ｍＰａ・ｓが好ましい。一方、上記光硬化性組成
物を保護層の構成材の前駆体として使用する場合、当該光硬化性組成物の２５℃における
粘度は、特に限定されないが、曳糸性が向上し、光ファイバーの製造が容易となる点で、
１００００～５０００００ｍＰａ・ｓが好ましい。なお、上記の２５℃における粘度は、
Ｅ型粘度計（商品名「ＶＩＳＣＯＮＩＣ」、（株）トキメック製）を用いて測定すること
ができる（ローター：１°３４′×Ｒ２４、回転数：０．５ｒｐｍ、測定温度：２５℃）
。上記光硬化性組成物の粘度は、例えば、光硬化性組成物の組成（例えば、上記カチオン
重合性樹脂やラジカル重合性樹脂の分子量や含有量など）などにより制御できる。
【０１２５】
｛熱硬化性組成物｝
　本発明の高分子光ファイバーの構成材の前駆体としての熱硬化性組成物としては、特に
限定されず、加熱により硬化して硬化物を形成できる、公知乃至慣用の熱硬化性組成物（
熱ラジカル重合性組成物、熱カチオン重合性組成物など）などを用いることができる。上
記熱硬化性組成物としては、例えば、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、不飽和ポリエステ
ル樹脂、アルキド樹脂、メラミン樹脂、ユリア樹脂、シアネート樹脂、ポリウレタン樹脂
、ポリイミド樹脂の前駆体（ポリアミック酸）などの熱硬化性樹脂（熱硬化性化合物）を
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含有する組成物などが挙げられる。上記熱硬化性組成物は、上記熱硬化性樹脂に加えて、
必要に応じて、上述の酸化防止剤やその他の添加剤などのその他の成分を含有していても
よい。
【０１２６】
　また、上記熱硬化性組成物としては、上述の光硬化性組成物における光重合開始剤（光
カチオン重合開始剤、光酸発生剤、光ラジカル重合開始剤）の代わりに、熱重合開始剤を
使用した組成物なども挙げられる。上記熱重合開始剤としては、公知乃至慣用の熱重合開
始剤を使用でき、特に限定されないが、例えば、過酸化ベンゾイル、アゾビスイソブチロ
ニトリル（ＡＩＢＮ）、アゾビス－２，４－ジメチルバレロニトリル、２，２'－アゾビ
ス（イソ酪酸）ジメチルなどの熱ラジカル重合開始剤；アリールジアゾニウム塩、アリー
ルヨードニウム塩、アリールスルホニウム塩、アレン－イオン錯体などの熱カチオン重合
開始剤などが挙げられる。
【０１２７】
｛熱可塑性樹脂組成物｝
　本発明の高分子光ファイバーの構成材としての熱可塑性樹脂組成物としては、特に限定
されず、高分子光ファイバーの構成材として使用可能な公知乃至慣用の熱可塑性樹脂組成
物を使用することができる。上記熱可塑性樹脂組成物における熱可塑性樹脂としては、例
えば、ポリメチルメタクリレート、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレート、ポ
リエチレンナフタレート、ポリスチレン、ＭＳ樹脂、ＡＳ樹脂、透明ＡＢＳ樹脂、ポリ塩
化ビニル、ポリプロピレン、ポリエチレン、環状オレフィン樹脂などの各種熱可塑性樹脂
が挙げられる。上記熱可塑性樹脂組成物は、上記熱可塑性樹脂に加えて、必要に応じて、
上述の酸化防止剤やその他の添加剤などのその他の成分を含有していてもよい。
【０１２８】
　中でも、本発明の高分子光ファイバーの構成材の前駆体としては、高分子光ファイバー
の耐熱性、光学特性、機械特性などの観点で、光硬化性組成物が好ましい。また、特に保
護層の構成材の前駆体としては、光カチオン重合性組成物を使用することが好ましい。保
護層の構成材の前駆体として光カチオン重合性組成物を使用することにより、ノズルより
吐出されるファイバー状の光硬化性組成物の表面に光カチオン重合性組成物が位置し、酸
素不存在下などの特殊な環境下ではなくとも（例えば、空気中であっても）重合反応を十
分に進行させることができる。さらに、コアの構成材の前駆体及びクラッドの構成材の前
駆体のいずれか一方又は両方（特に、両方）としては、得られる高分子光ファイバーの光
損失をより低減できる点で、光ラジカル重合性組成物を使用することが好ましい。
【０１２９】
［高分子光ファイバーの構成材の前駆体の吐出］
　本発明の高分子光ファイバーの製造方法における工程Ａは、上述のように、多重管ノズ
ルを用いて、コアの構成材の前駆体と、クラッドの構成材の前駆体と、保護層の構成材の
前駆体とを、上記多重管ノズルの吐出口から同時に、同軸で、ファイバー状に吐出させ、
その後、各前駆体を各構成材に転化させることにより、コアとクラッドと保護層とを同時
に形成する工程である。上記多重管ノズルの吐出口から吐出された上記前駆体（特に、光
硬化性組成物）は、通常、ファイバー状（糸状）であって、高分子光ファイバーの形態と
対応する形態（即ち、「コアの構成材の前駆体／クラッドの構成材の前駆体／保護層の構
成材の前駆体」の多重構造；径方向の断面において、各前駆体の境界及び保護層の構成材
の前駆体の外面が同心円状の形状を有する構造）を有する。
【０１３０】
　工程Ａにおける多重管ノズルからの高分子光ファイバーの構成材の前駆体の吐出は、室
温で実施することもできるし、使用する上記前駆体の種類などにより必要に応じて、多重
管ノズルの内部を一定の温度に保持した状態で（例えば、加熱しながら又は冷却しながら
）実施することもできる。例えば、高分子光ファイバーの構成材の前駆体として熱可塑性
樹脂組成物の溶融物を使用する場合には、通常、溶融状態を保持するために、加熱しなが
ら上記吐出を実施することが好ましい。また、高分子光ファイバーの構成材の前駆体とし
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て硬化性組成物を使用する場合にも、例えば、粘度を調整する目的等により、加熱又は冷
却しながら上記吐出を実施してもよい。なお、加熱や冷却は、公知乃至慣用の方法や装置
等を使用して実施できる。
【０１３１】
　また、上記前駆体の吐出は、空気中で実施することもできるし、使用する上記前駆体の
種類等により必要に応じて（特に、保護層の構成材の前駆体として光ラジカル重合性組成
物や熱ラジカル重合性組成物を使用する場合など）、アルゴン雰囲気下や窒素雰囲気下な
どの不活性ガス雰囲気下で実施することもできる。
【０１３２】
　多重管ノズルからの高分子光ファイバーの構成材の前駆体の吐出量は、多重管ノズルに
おける各管の径、上記前駆体の粘度、製造する高分子光ファイバーの径などに応じて適宜
調整することができ、特に限定されない。一般に、上記前駆体の吐出量を多くすると、多
重管ノズルから吐出される上記前駆体の線径が太くなる傾向があり、その結果、得られる
高分子光ファイバーの線径も太くなる傾向がある。なお、コアの構成材の前駆体、クラッ
ドの構成材の前駆体、保護層の構成材の前駆体の吐出量をそれぞれ独立に制御することに
よって、高分子光ファイバーのコアの径、クラッドの径、保護層の径をそれぞれ独立に制
御することが可能となる。
【０１３３】
　工程Ａにおける、高分子光ファイバーの構成材の前駆体（コアの構成材の前駆体、クラ
ッドの構成材の前駆体、及び保護層の構成材の前駆体の合計）の吐出速度（送り速度）は
、多重管ノズルにおける各管の径、上記前駆体の粘度、製造する高分子光ファイバーの径
などにより適宜調整可能であり、特に限定されないが、例えば、０．３～１ｍＬ／分が好
ましく、より好ましくは０．３７５～０．７５ｍＬ／分である。
【０１３４】
　特に、高分子光ファイバーの構成材の前駆体として光硬化性組成物を使用する場合、コ
アの構成材の前駆体の吐出速度は０．０１～０．１５ｍＬ／分が好ましく、より好ましく
は０．０５～０．１ｍＬ／分であり、クラッドの構成材の前駆体の吐出速度は０．０１～
０．１５ｍＬ／分が好ましく、より好ましくは０．０５～０．１ｍＬ／分であり、保護層
の構成材の前駆体の吐出速度は０．１～１．０ｍＬ／分が好ましく、より好ましくは０．
１５～０．５ｍＬ／分である。なお、吐出速度は、定量ポンプの使用などの公知乃至慣用
の手段により適宜制御できる。
【０１３５】
［高分子光ファイバーの構成材の前駆体の該構成材への転化］
　工程Ａでは、上記多重管ノズルを用いて上記前駆体をファイバー状に吐出させた後、高
分子光ファイバーの構成材に転化させることにより、コアとクラッドと保護層とを同時に
形成する。上記転化の手段は、上記前駆体を高分子光ファイバーの各構成材に転化させる
ことができるものであればよく、特に限定されないが、上記転化は、通常、上記前駆体と
して光硬化性組成物を使用する場合には光照射によって硬化させることにより、上記前駆
体として熱硬化性組成物を使用する場合には加熱によって硬化させることにより、上記前
駆体として熱可塑性樹脂組成物の溶融物を使用する場合には冷却によって固化させること
により、実施される。
【０１３６】
（転化の手段：光照射）
　上記転化の手段として光照射を適用する場合、上記前駆体に対して照射する光は、上記
前駆体を高分子光ファイバーの構成材に転化させることができる光（特に、光硬化性組成
物の重合反応を進行させて硬化させることができる光）であればよく、特に限定されない
が、例えば、紫外線、赤外線、可視光線、電子線などが挙げられる。中でも、一般的な光
開始剤を使うことができる観点で、紫外線が好ましい。
【０１３７】
　上記前駆体（特に、光硬化性組成物）に対して光を照射する手段は、特に限定されない
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が、例えば、上記前駆体を高分子光ファイバーの構成材に転化させることができる光（特
に、紫外線）を出射（放射）し上記前駆体に照射することができる、公知乃至慣用の光照
射装置を用いることができる。具体的には、例えば、紫外線を出射する光照射装置（紫外
線照射装置）としては、高圧水銀ランプ、超高圧水銀ランプ、キセノンランプ、カーボン
アーク、メタルハライドランプ、太陽光、ＬＥＤランプ、レーザーなどの光源を用いるこ
とができる。また、これらの光源と、該光源より出力した光を伝送するためのライトガイ
ドを組み合わせたもの、及びこれらと各種光学系（例えば、レンズやミラーなど）等を組
み合わせたもの等を、光照射装置として用いることができる。
【０１３８】
　図５は、高分子光ファイバーの構成材の前駆体として光硬化性組成物を使用した場合の
工程Ａの一実施形態を示す概略図である。図５に示す態様においては、多重管ノズル１と
、該多重管ノズル１の先端部分の吐出口の下方で光を出射するように配置された光照射装
置２が使用されている。なお、図５における光照射装置２は、光を出力する光源装置２ｃ
、該光を伝送するライトガイド２ｂ、及び端部（出力端）より光を出射するライトガイド
先端部２ａより構成されている。なお、図５の右側の光照射装置は、ライトガイドの一部
と光源装置を省略して描いているが、左側の光照射装置２と同じものを表し、その他の図
面においても同様である。また、図５における３ａ及び３ｂは、後述の、多重管ノズル１
の吐出口における光の照射強度を０．２ｍＷ／ｃｍ2以下に制御するための手段（制御手
段）としての遮光部材（３ａ：遮光筒、３ｂ：遮光板）を表す。
【０１３９】
　なお、本明細書においては、上記光照射装置の中で、特に、光を出射する部分のことを
「出射部」と称する場合がある。例えば、図５に示す光照射装置２においては、ライトガ
イドの先端部分２ａの端部（出力端）が出射部である。
【０１４０】
　上記前駆体（特に、光硬化性組成物）に対して光を照射する方法は、特に限定されず、
公知乃至慣用の方法（光照射の方法）により実施可能である。例えば、上記光照射装置を
用いて光を照射する場合、上記光照射装置の出射部の配置や数は、特に限定されない。特
に、上記前駆体に対して光を均一に照射できるように光照射装置の出射部を配置すること
が好ましい。図６は、工程Ａにて使用可能な光照射装置の一例を示す概略図（平面図）で
あり、（ａ）は３方向から光を照射できる光照射装置、（ｂ）は２方向から光を照射でき
る光照射装置である。図６に示す光照射装置は、多重管ノズルの吐出口の下方において３
方向又は２方向から光を出射し、上記前駆体に対して照射する光照射装置である。上記光
照射装置は、上記前駆体に対して等距離で、互いに等間隔に配置された出射部（ライトガ
イドの先端部分２ａの出力端）を有する。図６において、４は多重管ノズルから吐出され
た上記前駆体が通過する位置を表し、２ｄ及び２ｅは、光照射装置のライトガイドの先端
部分２ａを固定するための土台（支持体）を表す。但し、光照射装置は、これに限定され
るものではなく、例えば、１つの方向のみや、４つ以上の方向から光を照射するもの等で
あってもよい。また、光照射装置は、多重管ノズルの吐出口の下方において光を出射する
ものに限らず、多重管ノズルの吐出口よりも上方から光を出射するものであってもよい（
例えば、図１１参照）。
【０１４１】
　さらに、上記光照射装置は、光を上記前駆体に対して効率的に照射するため、必要に応
じて、適宜な光学系と組み合わせて使用してもよい。具体的には、例えば、上記光照射装
置からの光を集光レンズ（凸レンズやシリンドリカルレンズなど）で集光して、より強度
の高い光を上記前駆体に照射したり、いったん上記前駆体に照射した光をミラー（反射ミ
ラー）により反射させて、再度上記前駆体に照射することも可能である。上記光学系を用
いることで、光の有効利用を図ることができ、高分子光ファイバーの生産性を向上させる
ことができる。上記光学系としては、上記に限定されるものではなく、公知乃至慣用の光
学機器等において通常用いられる光学系等を利用することができる。
【０１４２】
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　工程Ａにおいて、上記前駆体に照射する光の照射強度は、特に限定されないが、例えば
、上記前駆体に対する照射強度として、１０００～５０００ｍＷ／ｃｍ2が好ましく、よ
り好ましくは１５００～２０００ｍＷ／ｃｍ2である。照射強度が１０００ｍＷ／ｃｍ2未
満であると、特にコアが未硬化となりやすく、紡糸不良が生じたり、高分子光ファイバー
の形状が変形しやすく取り扱いが困難となる場合がある。一方、照射強度が５０００ｍＷ
／ｃｍ2を超えると、多重管ノズルの吐出口における光の照射強度を０．２ｍＷ／ｃｍ2以
下に制御することが困難となる場合がある。
【０１４３】
　工程Ａにおいては、特に、上記前駆体として光硬化性組成物を使用する場合には、上記
多重管ノズルの吐出口における光の照射強度（以下、単に「吐出口における光の照射強度
」と称する場合がある）を０．２ｍＷ／ｃｍ2以下に制御することが好ましい。上記吐出
口における光の照射強度を０．２ｍＷ／ｃｍ2以下に制御することにより、線径が均一な
高分子光ファイバーを取得でき、製造の際に糸切れが起こることなく、高い生産性で高分
子光ファイバーを製造できる傾向がある。
【０１４４】
　なお、上記「吐出口における光の照射強度」とは、本発明の高分子光ファイバーの製造
方法において、上記前駆体（特に、光硬化性組成物）を送液しないこと以外は高分子光フ
ァイバー製造時と全く同一の条件で光を出射させた時（例えば、光照射装置から光を出射
させた時）の、多重管ノズルの吐出口において測定される光の照射強度（単位：ｍＷ／ｃ
ｍ2）を意味する。上記照射強度の測定方法は、特に限定されないが、例えば、パワーメ
ータ（商品名「紫外線光量計ＵＴＩ－２５０」、ウシオ電機（株）製）を用いて、受光器
ＵＶＤ－Ｓ３６５により測定することができる。
【０１４５】
　上記吐出口における光の照射強度は、特に限定されないが、線径が均一な高分子光ファ
イバーの取得や製造時の糸切れ防止の観点から、０．１ｍＷ／ｃｍ2以下がより好ましい
。上記吐出口における光の照射強度が０．２ｍＷ／ｃｍ2を超えると、多重管ノズルの先
端の吐出口において上記前駆体としての光硬化性組成物の硬化反応（重合反応）が進行し
、吐出口付近の光硬化性組成物の粘度が変動したり、詰まりを生じたりしてしまう。その
結果、多重管ノズルから吐出される光硬化性組成物の線径が安定せず、線径が一定の高分
子光ファイバーが得られなかったり、製造時に糸切れが頻発し高分子光ファイバーの生産
性が低下してしまう。
【０１４６】
　上記吐出口における光の照射強度を０．２ｍＷ／ｃｍ2以下に制御する手段としては、
公知乃至慣用の手段を適用することができ、特に限定されないが、例えば、以下で例示す
る制御手段を使用することが可能である。
【０１４７】
　特に、本発明の高分子光ファイバーの製造方法により製造される高分子光ファイバーの
原料として、室温において液体の光硬化性組成物を使用する場合には、多重管ノズルから
吐出された光硬化性組成物が糸状（ファイバー状）の形状を保持できる比較的早い段階で
光を照射し、硬化物へと転化（硬化）させる必要がある。このため、工程Ａでは、上記前
駆体において光が照射される部分と多重管ノズルの吐出口との距離をできるだけ近くする
必要があり、必然的に、上記光硬化性組成物に照射する光が多重管ノズルの吐出口付近に
到達しやすいことになる。このような観点から、上記制御手段としては、例えば、光の広
がりを抑制したり、光照射装置の出射部と多重管ノズルの吐出口の間に配置して上記吐出
口に影を形成することができる、以下の遮光部材を用いることが有効である。
【０１４８】
　図７の（ａ）には、上記遮光部材の一例としての、筒状の遮光部材３ａ（「遮光筒」と
称する場合がある）を示す。上記遮光筒３ａにより光照射装置の出射部（ライトガイド先
端部分２ａの出力端）を覆うことによって、出射される光が必要以上に広がることを防止
し、ノズルの吐出口への光の伝播を抑制することができる（図５参照、図５における３ａ
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）。上記遮光筒の径や長さ等は、光照射装置の出射部の形状等に応じて適宜選択すること
ができ、特に限定されない。
【０１４９】
　また、上記遮光部材としては、光照射装置の出射部とノズルの吐出口の間に配置可能な
板状の遮光部材（「遮光板」と称する場合がある）を使用できる（図５参照、図５におけ
る３ｂ）。このような遮光板を用いることにより、光照射装置の出射部を遮光筒で覆った
場合でもなお漏れ出す弱い光を遮ることができる。このため、上記の遮光板及び遮光筒は
組み合わせて使用することが有効である。上記遮光板の形状や大きさは、特に限定されな
いが、例えば、図７の（ｂ）に示す円板状の遮光板や、図７の（ｃ）に示す円錐状の遮光
板などを用いることができる。上記遮光板は、設置のし易さの観点から、上記前駆体を通
過させるための孔（図７における３ｃ）を有することが好ましい。
【０１５０】
　上記遮光筒、遮光板などの遮光部材を形成する材質は、特に限定されない。例えば、Ｓ
ＵＳ、アルミ、樹脂、紙などを使用できる。また、上記遮光部材は、特に限定されないが
、光の反射を防止する観点で、黒色であることが好ましい。
【０１５１】
　工程Ａにおいては、特に、高分子光ファイバーの構成材の前駆体として光硬化性組成物
を使用した場合には、均一な線径の高分子光ファイバーの取得、及び糸切れの抑制等の効
果をより高度なレベルで得るために、上記前駆体に対する光の照射角度を制御することが
好ましい。具体的には、工程Ａでは、光照射装置から出射される光線のうち、照射強度が
最大となる光線（最大強度光）の方向と、上記前駆体の吐出方向に垂直な面（平面）とが
なす角度の最小値θが下記式（Ｉ）の関係を満たすようにして、上記前駆体に光を照射す
ることが好ましい。
　　　θ　≧　ψ／２　　（Ｉ）
　上記式（Ｉ）中、ψは、光照射装置から出射された光線のうち、照射強度が最大値の３
％となる光線同士がなす角度の最大値（「広がり角」と称する場合がある）である。
【０１５２】
　上記光照射装置（光照射装置の出射部）から出射される光線のうち、照射強度が最大と
なる光線（「最大強度光」と称する場合がある）は、厳密には、出射部から出射される光
の光強度分布を測定することにより特定することができる。一般的には、光照射装置の出
射部（例えば、ライトガイド先端部分の出力端）の正面に出射される光線が最大強度光で
ある。従って、例えば、ライトガイドの先端部分を、上記前駆体の吐出方向に直交する平
面（通常は、水平面）に対して角度θだけ上記前駆体の吐出方向側（例えば、下方）に傾
けることによって、最大強度光の方向と、上記前駆体の吐出方向に垂直な面とがなす角度
の最小値をθとすることができる（例えば、図９（ａ）参照）。
【０１５３】
　上記式（Ｉ）中、ψは、光照射装置（光照射装置の出射部）から出射された光線のうち
、照射強度が最大値（最大強度光の照射強度）の３％となる光線同士がなす角度の最大値
（広がり角）である。但し、高分子光ファイバーを製造する際に、出射部を上述の遮光筒
で覆う場合には、上記ψは、遮光筒で覆った状態の出射部から出射された光の広がり角を
意味するものとする。なお、上記広がり角が小さい（狭い）ほど、光照射装置から出射さ
れる光の指向性が高いことを意味する。
【０１５４】
　図８は、光照射装置から出射された光の広がり角ψを説明する概略図（側面図、遮光筒
を用いた場合）である。図８における５ａは最大強度光を、５ｂは照射強度が最大強度光
の３％となる光線を表す。図８に示すように、広がり角ψは、照射強度が最大強度光の３
％となる光線同士がなす角の最大値５ｃにより定義される。なお、出射部を遮光筒で覆う
ことにより、通常、広がり角ψは小さくなる傾向にある。
【０１５５】
　上記ψは、例えば、出射部から一定距離（例えば１．５ｃｍ）における光強度分布を測
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定することにより、導出することができる。なお、光強度分布は、例えば、紫外線光量計
を用い、その受光器を照射光の中心（出射部中心の正面）から周辺部に向かって少しずつ
場所を移動させることにより測定することができる。
【０１５６】
　工程Ａでは、光照射装置から出射される最大強度光の方向と高分子光ファイバーの構成
材の前駆体の吐出方向に垂直な面とがなす角度の最小値θを、上記式（Ｉ）の関係を満た
すように制御することにより、線径が均一な高分子光ファイバーの取得、及び製造時の糸
切れ抑制等の効果をより高度なレベルで得ることができる。これは、以下の理由によるも
のと推測される。
　図９は、最大強度光の方向と上記前駆体の吐出方向に垂直な面とがなす角度の最小値θ
と光の広がり角ψの関係を説明する概略図（側面図）である。図９の（ａ）はθ≧ψ／２
の場合、即ち、θとψとが上記式（Ｉ）の関係を満たす場合の概略図である。この場合、
光照射装置から出射される光線のうち、照射強度が最大値の３％となる光線５ｂ（ノズル
側）と、該光線の上記前駆体に対する入射面がなす角Ｘは、「９０°＋（θ－ψ／２）」
で表される。従って、θ≧ψ／２（即ち、θ－ψ／２≧０）の場合には、Ｘは９０°又は
鈍角となり、照射強度が最大値の３％となる光線５ｂ（ノズル側）は、上記前駆体に対し
て垂直に、又は吐出方向側に傾いて入射することになる。この場合、照射強度が最大値の
３％となる光線５ｂ（ノズル側）は、上記前駆体中を吐出方向に向かって伝播し、一方で
ノズル側に伝播し得る光は、照射強度が最大値の３％未満の光線のみである。このため、
ノズルの吐出口付近で上記前駆体の硬化反応が進行しにくく、線径が均一な高分子光ファ
イバーの取得、及び糸切れ抑制の効果が得られる。これに対して、θとψとが上記式（Ｉ
）の関係を満たさないと、Ｘは鋭角となるため（図９の（ｂ）参照）、少なくとも照射強
度が最大値の３％の光線はノズル方向に伝播し、高分子光ファイバーの製造に悪影響を及
ぼす場合がある。
【０１５７】
　なお、上記θ（最大強度光の方向と上記前駆体の吐出方向に垂直な面とがなす角度の最
小値θ）は、上述のように、例えば、光照射装置のライトガイド先端部分を、上記前駆体
の吐出方向に直交する平面（通常は、水平面）に対して上記前駆体の吐出方向側（例えば
、下方）に傾ける角度によって制御できる。即ち、上記光照射装置としては、光の照射角
度（具体的には、最大強度光の方向と上記前駆体の吐出方向に垂直な面とがなす角度の最
小値θ）を調整するための機構（「照射角度調整機構」と称する場合がある）を備える光
照射装置を使用することが好ましい。図１０は、工程Ａにて使用可能な、照射角度調整機
構を備える光照射装置の一例を示す概略図である。図１０に示す光照射装置においては、
照射角度調整機構としてのねじ２ｆ（角度調整用ねじ）を備えることにより、ライトガイ
ドの先端部分の角度を自由に調整することができる。
【０１５８】
　工程Ａは、特に、高分子光ファイバーの構成材の前駆体として光硬化性組成物を使用し
た場合、上述のように、多重管ノズルの吐出口の下方に光照射装置の出射部を配置する実
施形態（例えば、図５参照）のほか、多重管ノズルの吐出口の上方に光照射装置の出射部
を配置し、吐出口よりも上方から光を出射する実施形態（当該形態を「落射方式」と称す
る場合がある）により実施することも可能である。図１１は、工程Ａの当該実施形態（落
射方式の場合）を示す概略図である。図１１における形態においては、多重管ノズル１と
、該多重管ノズル１の先端部分の吐出口１ｄよりも上方から光を照射するように配置され
た光照射装置が使用される。図１１において、光照射装置は、光を出力する光源装置２ｃ
、該光を伝送するライトガイド２ｂ、及び端部（出力端）より光を出射するライトガイド
先端部２ａに加え、ライトガイド先端部２ａの出力端より出射した光を下方に反射させる
反射ミラー２ｇと、反射した光を集光する集光レンズ２ｈを備えて構成されている。図１
１における３ｄはリング状の遮光部材（「遮光リング」と称する場合がある）を示し、こ
のような遮光リングを多重管ノズルの先端（多重管ノズル１の吐出口１ｄ）の上方に装着
することによって、多重管ノズル１の吐出口１ｄにおける光の照射強度を０．２ｍＷ／ｃ
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ｍ2以下に制御することが容易となる。
【０１５９】
　工程Ａが、上述の落射方式により実施される場合には、図１１に示すように、遮光リン
グ３ｄを用いることによって多重管ノズルの吐出口１ｄに影を形成しやすく、より効率的
に多重管ノズルの吐出口における光の照射強度を低減できるというメリットがある。しか
しながら、一方で、上記前駆体と光照射装置の出射部との距離が比較的遠くなるため、当
該前駆体に対して高強度の光を照射することが難しく、工程Ａにて硬化率（硬化度）を十
分に向上させることが難しくなるというデメリットがある。このようなデメリットについ
ては、例えば、工程Ａの後、後述の工程Ｂにおいて光照射処理及び／又は加熱処理を行う
ことにより、上記硬化率をさらに高め、解消することが可能である。
【０１６０】
（転化の手段：加熱）
　上記転化の手段として加熱を適用する場合、その加熱の手段としては、特に限定されず
、公知乃至慣用の加熱手段を使用することができる。例えば、オーブン、熱風、電気、ガ
ス、赤外線などの加熱源を備えた加熱装置（オーブンなど）などを使用できる。
【０１６１】
（転化の手段：冷却）
　上記転化の手段として冷却を適用する場合、その冷却の手段としては、特に限定されず
、公知乃至慣用の冷却手段を使用することができる。例えば、放冷、水や有機溶媒を使用
した冷却（例えば、水中に導入することによる冷却など）、各種冷却器を使用した冷却な
どを使用できる。
【０１６２】
　本発明の高分子光ファイバーの製造方法における工程Ａにより、コアと、該コアを被覆
するクラッドと、該クラッドを被覆する保護層とを少なくとも有する高分子光ファイバー
が得られる。なお、当該高分子光ファイバー（工程Ａにて得られた高分子光ファイバー）
を本発明の高分子光ファイバーとして取得することもできるし、さらに後述の工程Ｂに付
すことによって得られた高分子光ファイバーを本発明の高分子光ファイバーとして取得す
ることもできる。また、工程Ａにて得られた高分子光ファイバーや、工程Ｂに付すことに
よって得られた高分子光ファイバーに対して、さらに公知乃至慣用の加工を施したものを
本発明の高分子光ファイバーとして取得することもできる。
【０１６３】
＜工程Ｂ＞
　本発明の高分子光ファイバーの製造方法は、さらに工程Ｂを含んでいてもよい。即ち、
本発明の高分子光ファイバーの製造方法において工程Ｂは任意の工程である。特に、高分
子光ファイバーの構成材の前駆体として、光硬化性組成物や熱硬化性組成物などの硬化性
組成物を使用した場合には、工程Ｂを含むことが好ましい場合がある。上記工程Ｂは、工
程Ａの後、該工程Ａにて得られた高分子光ファイバーに対してさらに光照射処理及び加熱
処理のいずれか一方又は両方を行う工程である。工程Ｂを経ることにより、得られる高分
子光ファイバーは非常に優れた耐熱性を発現し、ハンダリフロー処理等の高温の熱による
劣化や形状変化に起因する光学特性の低下が抑制される傾向がある。中でも、工程Ｂは、
光照射処理及び加熱処理の両方を行う工程であることが好ましい。
【０１６４】
　工程Ｂは、工程Ａの後、該工程Ａに引き続き連続的に実施されてもよいし、非連続的に
実施されてもよい。工程Ｂが工程Ａに引き続き連続的に実施される場合には、例えば、工
程Ａにおいて得られた高分子光ファイバーに対して、引き続き光照射処理及び／又は加熱
処理を行うことにより、工程Ｂを実施することができる。工程Ｂが工程Ａとは非連続的に
実施される場合には、例えば、工程Ａにて得られた高分子光ファイバーを巻き取って一旦
回収した後、これを繰り出した状態で又は巻き取ったままの状態で、光照射処理及び／又
は加熱処理を行うことにより、工程Ｂを実施することができる。
【０１６５】
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　工程Ｂの光照射処理において照射する光は、特に限定されないが、例えば、紫外線、赤
外線、可視光線、電子線などが挙げられる。中でも、取り扱いが容易である点で、紫外線
が好ましい。上記光照射処理の条件は、特に限定されないが、例えば、積算照射量（工程
Ａにて得られた高分子光ファイバーに照射される光の総量）として、５０～６０００ｍＪ
／ｃｍ2が好ましく、より好ましくは６０～２０００ｍＪ／ｃｍ2、さらに好ましくは８０
～１０００ｍＪ／ｃｍ2である。積算照射量が５０ｍＪ／ｃｍ2未満であると、硬化が不十
分となり、高分子光ファイバーの高温における形状変化が生じやすくなる場合がある。一
方、積算照射量が６０００ｍＪ／ｃｍ2を超えると、高分子光ファイバーの光学特性が損
なわれる場合がある。なお、光照射処理は一段階で行うこともできるし、二段階以上に分
けて行うこともできる。
【０１６６】
　上記光照射処理における光の照射は、公知乃至慣用の方法（例えば、上述の光照射装置
を用いる方法等）により行うことができ、特に限定されないが、紫外線を照射する場合に
は、例えば、上述の紫外線照射装置などを使用できる。特に、上記光照射処理は、工程Ａ
における光照射と同様の方法により行うことが好ましい。
【０１６７】
　工程Ｂの加熱処理における加熱温度は、特に限定されないが、４０～２００℃が好まし
く、より好ましくは５０～１５０℃、さらに好ましくは８０～１２０℃である。加熱温度
が４０℃未満であると、硬化が不十分となり、加熱によって高分子光ファイバーの形状変
化が生じやすくなる場合がある。一方、加熱温度が２００℃を超えると、高分子光ファイ
バーの光学特性が損なわれる場合がある。なお、上記加熱処理において加熱温度は、一定
に制御されるものであってもよいし、段階的又は連続的に変動するように制御されるもの
であってもよい。
【０１６８】
　工程Ｂの加熱処理における加熱時間は、特に限定されないが、０．０１～２０００分が
好ましく、より好ましくは０．１～１００分、さらに好ましくは０．２～３０分である。
加熱時間が０．０１分未満であると、加熱温度によっては硬化が不十分となり、加熱によ
って高分子光ファイバーの形状変化が生じやすくなる場合がある。一方、加熱時間が２０
００分を超えると、高分子光ファイバーの生産性が低下したり、加熱温度によっては高分
子光ファイバーの光学特性が損なわれる場合がある。
【０１６９】
　上記加熱処理における加熱は、公知乃至慣用の方法により行うことができ、特に限定さ
れないが、例えば、オーブン、熱風、電気、ガス、赤外線などの加熱源を備えた加熱装置
（オーブン等）などを使用できる。
【０１７０】
　工程Ｂにより、特に、高分子光ファイバーの構成材の前駆体として硬化性組成物を使用
した場合には、工程Ａにて得られた高分子光ファイバーの硬化率（硬化度）をさらに高め
ることができるため、工程Ｂは「後硬化工程」と称される場合もある。上述のように、工
程Ｂを経ることにより得られた高分子光ファイバーを本発明の高分子光ファイバーとして
取得することもできる。
【０１７１】
　本発明の高分子光ファイバーの製造方法は、上述の工程Ａ及び工程Ｂ以外の工程（その
他の工程）を含んでいてもよい。上記その他の工程としては、例えば、高分子光ファイバ
ーに対して公知乃至慣用の加工を施す工程（例えば、保護層のさらに外側に被覆層を設け
る工程など）などが挙げられる。
【０１７２】
　上述の本発明の高分子光ファイバーの製造方法により、高分子光ファイバー（本発明の
高分子光ファイバー）が製造される。本発明の高分子光ファイバーは、特に限定されない
が、適宜巻き取ることによって回収することができる。この際の巻取り速度は、特に限定
されないが、例えば、１０ｃｍ／秒～２ｍ／秒が好ましい。生産性の観点からは、巻取り
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速度は速いことが好ましい。また、巻取り速度（特に、工程Ａにおける巻取り速度）の制
御により、得られる高分子光ファイバーの径を制御することができる。一般に、巻取り速
度を速くすると、高分子光ファイバーの構成材の前駆体及び当該前駆体から得られる高分
子光ファイバーの線径が細くなる傾向がある。上記巻取り速度は、例えば、製造した高分
子光ファイバーを巻き取り、回収するための巻取り装置（巻取り機）などを用いることに
より制御することができる。
【０１７３】
　さらに、本発明の高分子光ファイバーの製造方法においては、必要に応じ、その他の機
器や装置（例えば、加熱ユニット、冷却ユニット、ファイバー径測定装置、ファイバー張
力測定装置など）を適宜使用することもできる。
【０１７４】
　本発明の高分子光ファイバーにおけるコアの直径（コア径）、クラッドの直径（クラッ
ド径）、保護層の直径（保護層径）は、特に限定されず、コア径よりもクラッド径が大き
く、さらに該クラッド径よりも保護層径が大きくなるような関係で、例えば、好ましくは
５～２０００μｍ（より好ましくは１０～１０００μｍ）の範囲で適宜調整される。
【０１７５】
　本発明の高分子光ファイバーは、工程Ａ、又は工程Ａ及び工程Ｂを経て得られた高分子
光ファイバーにおける保護層の外側にさらに適宜な被覆層を設けたものであってもよい。
上記被覆層としては、例えば、ポリイミド、ポリプロピレン、ポリエチレン、ＰＴＦＥ、
ポリ塩化ビニル等からなる被覆層などが挙げられる。被覆層の厚みは、特に限定されない
。
【０１７６】
　本発明の高分子光ファイバーは、光通信用途や装飾用途等において広く利用される。特
に、耐熱性及び柔軟性に優れるため、例えば、携帯機器、ＦＡ機器、ＯＡ機器、オーディ
オ機器、車両、ＬＡＮ等における通信用途、家庭用や工業用の内視鏡等におけるイメージ
伝送用途、センサ用途、検査・測定用の照明、美術品等の照明等における光伝送用途、看
板、サイン、景観照明等における装飾用途などに特に有用である。
【実施例】
【０１７７】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。
【０１７８】
製造例１
（カチオン重合性組成物（Ｚ１）の製造）
　モノマー滴下ライン、開始剤滴下ライン、温度計、還流管、及び攪拌翼を装着した５口
フラスコに、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（３，４－エポキシ）シクロヘキサ
ンカルボキシレート（商品名「セロキサイド２０２１Ｐ」、（株）ダイセル製）３１１．
８９ｇ（１．２３ｍｏｌ）と３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシメチル）オキ
セタン（商品名「ＯＸＴ－２１２」、東亞合成（株）製）１５５．９４ｇ（０．６８３ｍ
ｏｌ）の混合液（カチオン硬化性モノマー混合液）のうち６４％を仕込み、窒素気流下、
８０±１℃に加熱した。
　次いで、上記５口フラスコに、３－エチル－３－（２，２－ジメチルプロピルメトキシ
）オキセタンアクリレート（ＥＯＸＴＭ－ＮＰＡＬ）２００．５３ｇ（０．７８２ｍｏｌ
）とｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ）５００．００ｇ（３．９０ｍｏｌ）の混合液（ラジ
カル重合性モノマー混合液）をモノマー滴下ラインから、上記カチオン硬化性モノマー混
合液のうち３０％と２，２'－アゾビス（イソ酪酸）ジメチル（商品名「Ｖ６０１」、和
光純薬工業（株）製）２．１５ｇ（９．３８ｍｍｏｌ）の混合液を開始剤滴下ラインから
、各々送液ポンプで４時間かけて滴下した。滴下終了後（即ち、滴下開始から４時間経過
後）、ただちに上記カチオン硬化性モノマー混合液のうち１％を投入してラインを洗浄し
、次いで２時間保持した後、「Ｖ６０１」２．１５ｇ（９．３８ｍｍｏｌ）と上記カチオ
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した後、ただちに４０℃以下に冷却することで、無色透明の液状樹脂組成物（「カチオン
重合性組成物（Ｚ１）」と称する）を得た。なお、カチオン重合性組成物（Ｚ１）は、Ｅ
ＯＸＴＭ－ＮＰＡＬ及びＢＡの共重合体と、「セロキサイド２０２１Ｐ」と、「ＯＸＴ－
２１２」とを含む組成物（カチオン重合性樹脂組成物）である。
　上記カチオン重合性組成物（Ｚ１）中に含まれる重合体（ＥＯＸＴＭ－ＮＰＡＬ及びＢ
Ａの共重合体）の標準ポリスチレン換算の重量平均分子量は１９８，０００であり、数平
均分子量は３１，０００であった。
【０１７９】
製造例２～６
（クラッド用光硬化性組成物（Ｘ１）～（Ｘ３）、コア用光硬化性組成物（Ｙ１）、（Ｙ
２）の製造）
　表１に示す組成及び配合割合に従って各成分を配合し、孔径０．２μｍのフィルタでろ
過して、クラッド用光硬化性組成物（Ｘ１）～（Ｘ３）、コア用光硬化性組成物（Ｙ１）
、（Ｙ２）を得た。なお、上記クラッド用光硬化性組成物（Ｘ１）～（Ｘ３）、コア用光
硬化性組成物（Ｙ１）、（Ｙ２）の粘度は、Ｅ型粘度計（商品名「ＶＩＳＣＯＮＩＣ」、
（株）トキメック製、ローター：１°３４′×Ｒ２４、回転数：０．５ｒｐｍ、測定温度
：２５℃）を用いて測定した。
【０１８０】
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【表１】

【０１８１】
　表１で示す符号は、以下のものを示す。
　ＵＡ－１２２Ｐ　:　商品名「ＵＡ－１２２Ｐ」（ウレタンアクリレート樹脂、新中村
化学工業（株）製）
　ＥＢ１８３０　：　商品名「ＥＢ１８３０」（ポリエステルアクリレート樹脂、ダイセ
ル・サイテック（株）製）
　ＢＡ　：　ブチルアクリレート
　Ａ－ＢＰＥＦ　：　商品名「Ａ－ＢＰＥＦ」（９，９－ビス［４－（２－アクリロイル
オキシエトキシ）フェニル］フルオレン、新中村化学工業（株）製）
　Ａ－ＢＰＥ－４　：　商品名「Ａ－ＢＰＥ－４」（２，２－ビス［４－（アクリロイル
オキシジエトキシ）フェニル］プロパン、新中村化学工業（株）製）
　ＯＸＴ－ＤＶＥ　：　３，３－ビス（ビニルオキシメチル）オキセタン
　Ｉｒｇ１８４　：　商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ　１８４」（１－ヒドロキシシクロヘキ
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シルフェニルケトン、ＢＡＳＦ製）
　ＣＰＩ－１０１Ａ　：　商品名「ＣＰＩ－１０１Ａ」（ジフェニル［４－（フェニルチ
オ）フェニル］スルホニウムヘキサフルオロアンチモナート、プロピレンカーボネート、
チオジ－ｐ－フェニレンビス（ジフェニルスルホニウム）ビス（ヘキサフルオロアンチモ
ナート）の混合物、サンアプロ（株）製）
　Ｉｒｇ１０１０　：　商品名「ＩＲＧＡＮＯＸ　１０１０」（ペンタエリトリトールテ
トラキス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオナート］
、ＢＡＳＦ製）
【０１８２】
製造例７
（保護層用光硬化性組成物（Ｚ２）の製造）
　カチオン重合性樹脂組成物（Ｚ１）１００重量部に「ＯＸＴ－ＤＶＥ」を１重量部、「
ＣＰＩ－１０１Ａ」を５重量部加えて攪拌均一化し、保護層用光硬化性組成物（Ｚ２）を
作製した。
　なお、Ｅ型粘度計（商品名「ＶＩＳＣＯＮＩＣ」、（株）トキメック製、ローター：１
°３４′×Ｒ２４、回転数：０．５ｒｐｍ、測定温度：２５℃）を用いて測定した保護層
用光硬化性組成物（Ｚ２）の粘度は、６７，０００ｍＰａ・ｓであった。
【０１８３】
実施例１
　高分子光ファイバーの製造は、図１２に示す高分子光ファイバー製造装置を用いて行っ
た。図１２に示す高分子光ファイバー製造装置における１は、多重管ノズル（３重管ノズ
ル）である。多重管ノズル１の内管、第１外管、及び第２外管の径は以下に示すとおりで
ある。なお、コア用光硬化性組成物２０、クラッド用光硬化性組成物３０、保護層用光硬
化性組成物４０としては、表２に示すものを使用した。
　また、工程Ａにおいて使用する光照射装置として、高分子光ファイバーの構成材の前駆
体（光硬化性組成物）１０に対して３方向から光を照射できる、図６（ａ）に示す光照射
装置を用いた。該光照射装置は、上記前駆体１０に対して等距離に、３つのライトガイド
（ＵＶライトガイド）の先端部分を、同じ高さで等間隔（上記前駆体１０を中心に１２０
°間隔）に配置したものである（図６（ａ）参照）。また、上記光照射装置の光源装置と
しては、「ＳＰＯＴＣＵＲＥ　ＳＰ９－２５０ＤＢ」（ウシオ電機（株）製）を用いた。
なお、図１２においては、便宜上、２個のライトガイドの先端部分のみを描いている。
　また、ライトガイドの先端部分２ａには遮光筒３ａを設置し、さらに、ライトガイドの
先端部分２ａの出力端と多重管ノズル１の吐出口との間には、遮光板３ｂを設置した。
　図１２に示すように、ライトガイドの先端部分２ａを多重管ノズル１の吐出口よりも下
方に配置し、多重管ノズル１の吐出口からライトガイドの先端部分２ａの出力端（出力端
の中心部）までの高さ（垂直距離）を、２０ｍｍとした。また、ライトガイドの先端部分
２ａの出力端（出力端の中心部）と上記前駆体１０までの距離を、１５ｍｍとした。
　さらに、ライトガイドの先端部分２ａは、水平面に対して１１°下向きに傾けて設置し
た（即ち、θ＝１１°である）。なお、ライトガイドの先端部分２ａを遮光筒３ａで覆っ
た状態で出射される光の広がり角ψは、２２°である。
　また、工程Ｂにおける光照射処理は、工程Ａにおいて使用した光照射装置と同じ光照射
装置（図６参照）を２つ（２セット）使用し、図１２に示すように二段階で光を照射する
ことにより実施した。その後の高分子光ファイバーの回収には、巻取り装置８を使用した
。
［高分子光ファイバーの製造（工程Ａ）］
　まず、定量ポンプ６ａ、６ｂ、及び６ｃを用いて、コア用光硬化性組成物２０、クラッ
ド用光硬化性組成物３０、及び保護層用光硬化性組成物４０をそれぞれ下記送り速度にて
送液し、多重管ノズル１の吐出口より同時に鉛直方向下方に吐出させた。なお、多重管ノ
ズル１の内管の内側にはコア用光硬化性組成物、内管と第１外管の間にはクラッド用光硬
化性組成物、第１外管と第２外管の間には保護層用光硬化性組成物を送液した。従って、
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多重管ノズル１より吐出された高分子光ファイバーの構成材の前駆体１０は、コア用光硬
化性組成物がクラッド用光硬化性組成物により被覆され、さらに、当該クラッド用光硬化
性組成物が保護層用光硬化性組成物により被覆された状態（形態）となっている。
　次に、光照射装置により、上記前駆体１０に紫外線を照射し硬化させた。
（実験条件）
　多重管ノズルの吐出口における光の照射強度：０．１５ｍＷ／ｃｍ2

　コア用光硬化性組成物の送り速度：０．０７５ｍＬ／分
　クラッド用光硬化性組成物の送り速度：０．０７５ｍＬ／分
　保護層用光硬化性組成物の送り速度：０．３ｍＬ／分
　多重管ノズルの内管の内径（直径）：０．３ｍｍ
　多重管ノズルの内管の外径（直径）：０．６ｍｍ
　多重管ノズルの第１外管の内径（直径）：１．０ｍｍ
　多重管ノズルの第１外管の外径（直径）：１．３ｍｍ
　多重管ノズルの第２外管の内径（直径）：１．７ｍｍ
　受光器（ＵＶＤ－Ｓ３６５）で計測した光硬化性組成物（前駆体１０）に対するＵＶ照
射強度：１．８Ｗ／ｃｍ2（三方の合計：一方あたり６００ｍＷ／ｃｍ2）
　巻取り速度：４００ｍｍ／秒（工程Ｂと共通）
［高分子光ファイバーの製造（工程Ｂ）］
　工程Ａの後、さらに連続的に二段階で光照射処理を行い、次いで、巻取り装置８にて巻
き取り、高分子光ファイバーを得た。
（実験条件）
　受光器（ＵＶＤ－Ｓ３６５）で計測した積算照射量（波長３１０～３９０ｎｍの光の照
射量を、波長３６５ｎｍ（絶対値校正波長）の光の照射量に換算したもの）（２段階の光
照射の合計）：８０ｍＪ／ｃｍ2

　巻取り速度：４００ｍｍ／秒（工程Ａと共通）
【０１８４】
実施例２、３
　コア用光硬化性組成物、クラッド用光硬化性組成物、及び保護層用光硬化性組成物の組
み合わせを、表２に示すように変更したこと以外は実施例１と同様にして高分子光ファイ
バーを得た。
【０１８５】
実施例４
　下記の多重管ノズル（３重管ノズル）を使用したこと以外は実施例１と同様にして高分
子光ファイバーを得た。
（多重管ノズルの各管の径）
　多重管ノズルの内管の内径（直径）：０．６ｍｍ
　多重管ノズルの内管の外径（直径）：１．０ｍｍ
　多重管ノズルの第１外管の内径（直径）：２．０ｍｍ
　多重管ノズルの第１外管の外径（直径）：２．６ｍｍ
　多重管ノズルの第２外管の内径（直径）：４．０ｍｍ
【０１８６】
　実施例１～４においては、製造の際に糸切れを起こすことなく、一定の線径でコア／ク
ラッド／保護層（コア直径：５２．０±０．４μｍ、クラッド直径：７２．２±１．０μ
ｍ、保護層直径：１２２．６±１．２μｍ）の構造を有する高分子光ファイバーを１５０
ｍ製造することができた。該高分子光ファイバー（径方向の断面）の真円度（縦横比）は
、コア、クラッド、保護層についていずれも１．０であった。
【０１８７】
比較例１
　高分子光ファイバーの製造は、図１３に示す高分子光ファイバー製造装置を用いて行っ
た。図１３に示す高分子光ファイバー製造装置における７は、２重管ノズルである。２重
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ファイバーの製造装置は、ノズルとして２重管ノズルを使用し、工程Ｂにおける光照射装
置を備えないこと以外は図１２に示す高分子光ファイバー製造装置と同様の構成を有する
。
［高分子光ファイバーの製造］
　まず、定量ポンプ６ａ及び６ｂを用いて、コア用光硬化性組成物（Ｙ２）、及びクラッ
ド用光硬化性組成物（Ｘ２）をそれぞれ下記送り速度にて送液し、２重管ノズル７の吐出
口より同時に鉛直方向下方に吐出させた。なお、２重管ノズル７の内管の内側にはコア用
光硬化性組成物（Ｙ２）、内管と外管の間にはクラッド用光硬化性組成物（Ｘ２）を送液
した。
　次に、光照射装置により、コア用光硬化性組成物（Ｙ２）及びクラッド用光硬化性組成
物（Ｘ２）（図１３の１０'）に紫外線を照射し硬化させたが、光硬化性組成物が途中で
切れてしまい、ファイバー状硬化物を得ることはできなかった（ファイバー化できなかっ
た）。
（実験条件）
　ノズルの吐出口における光の照射強度：０．１５ｍＷ／ｃｍ2

　コア用光硬化性組成物（Ｙ２）の送り速度：０．０７５ｍＬ／分
　クラッド用光硬化性組成物（Ｘ２）の送り速度：０．３ｍＬ／分
　２重管ノズルの内管の内径（直径）：０．３ｍｍ
　２重管ノズルの内管の外径（直径）：０．６ｍｍ
　２重管ノズルの外管の内径（直径）：１．０ｍｍ
　受光器（ＵＶＤ－Ｓ３６５）で計測した光硬化性組成物に対するＵＶ照射強度：１．８
Ｗ／ｃｍ2（三方の合計：一方あたり６００ｍＷ／ｃｍ2）
　巻取り速度：４００ｍｍ／秒
【０１８８】
［光損失の評価］
　波長８５７ｎｍの光源（ＡＤＶＡＮＴＥＳＴ　Ｑ８１２０１）からの光を、マッチング
オイルを介して、コア径５０μｍのＧＩファイバにて、実施例で得られた高分子光ファイ
バーに導入し、出射した光をマッチングオイルを介してコア径２００μｍのＰＣＦファイ
バで受光し、パワーメータ（ＡＤＶＡＮＴＥＳＴ　Ｑ８２２０２　ＯＰＩＴＩＣＡＬ　Ｓ
ＥＮＳＯＲ　Ｑ８２２１４）に接続して出射される光を該パワーメータで測定した。実施
例で得られた高分子光ファイバーの直線部分の光損失（カットバック法にて求めた光損失
）を表２の「光硬化後（加熱前）の光損失」の欄に示した。
【０１８９】
［耐熱性の評価］
　実施例で得られた高分子光ファイバーを２６０℃で１０分間加熱し、加熱前後の波長８
５７ｎｍでの光損失を測定した。加熱前の光損失からの変化量が０．１０ｄＢ・ｃｍ-1以
下である場合を耐熱性有り、０．１０ｄＢ・ｃｍ-1を超える場合を耐熱性無しとして、表
２の「耐熱性」の欄に示した。
【０１９０】
［柔軟性評価］
　実施例で得られた高分子光ファイバーを半径１ｍｍの棒に巻きつけた際のクラック（ひ
び割れ）発生の有無を目視で観察した。その結果、クラック（ひび割れ）が生じない場合
を柔軟性有り、クラック（ひび割れ）が生じた場合を柔軟性無しとして、表２の「柔軟性
」の欄に示した。
【０１９１】
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【表２】

【符号の説明】
【０１９２】
１　　　　　　多重管ノズル
　　１ａ　　　　　　内管
　　１ｂ　　　　　　第１外管
　　１ｃ　　　　　　第２外管
　　１ｄ　　　　　　吐出口
　　１ｅ～１ｇ　　　導入口
　　１ｈ　　　　　　調整用ねじ
２　　　　　　光照射装置
　　２ａ　　　　　　ライトガイドの先端部分
　　２ｂ　　　　　　ライトガイド
　　２ｃ　　　　　　光源装置
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　　２ｄ　　　　　　土台（支持体）
　　２ｅ　　　　　　土台（支持体）
　　２ｆ　　　　　　照射角度調整機構
　　２ｇ　　　　　　反射ミラー
　　２ｈ　　　　　　集光レンズ
３ａ　　　　　遮光筒
３ｂ　　　　　遮光板
３ｃ　　　　　高分子光ファイバーの構成材の前駆体を通過させるための孔
３ｄ　　　　　遮光リング
４　　　　　　高分子光ファイバーの構成材の前駆体が通過する位置
５ａ　　　　　最大強度光
５ｂ　　　　　照射強度が最大強度光の３％となる光線
５ｃ　　　　　広がり角（ψ）
６ａ～６ｃ　　定量ポンプ
７　　　　　　２重管ノズル
８　　　　　　巻取り装置
１０　　　　　高分子光ファイバーの構成材の前駆体
１０'　　　　 高分子光ファイバーの構成材の前駆体
２０　　　　　コアの構成材の前駆体
３０　　　　　クラッドの構成材の前駆体
４０　　　　　保護層の構成材の前駆体
１００　　　　高分子光ファイバー
１００'　　　 高分子光ファイバー
２００　　　　コア
３００　　　　クラッド
４００　　　　保護層　
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